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研究要旨

目的： 

医療関連感染（HAI）の発生動向を実施するためのサーベイランス体制を整え、実態を明

らかにする。 

方法： 

1)【J-SIPHE 関連研究】 薬剤耐性(AMR)対策に関するサーベイランスプラットフォーム

（Japan Surveillance for Infection Prevention and Healthcare Epidemiology（J-

SIPHE））を用いて、a)血液培養至適検体提出率の算出、b)カルバペネム系抗菌薬に対す

る抗菌薬適正使用と相関する取り組みの検討、c)手指消毒剤「使用量」と「払い出し量」

の関連、d)COVID-19 前後の抗菌薬使用量の時系列解析を行った。 

2)【ワンヘルス関連研究】都道府県の診療所薬剤耐性菌情報と JANIS 外来耐性菌情報に

比較など、地域医療での AMR 対策情報の精度管理を行い、薬剤耐性（AMR）ワンヘルスプ

ラットフォーム）へ反映する。

3) 【高齢者施設の実態調査】療養病床を有する医療機関に対して点有病率調査を行い、

記述統計を実施する。 

4) 【JANIS 関連研究】JANIS データを用いて、主要な薬剤耐性菌の菌血症による死亡数

および DALYs を評価する。また、肺炎球菌におけるサーベイランスに適した MIC の検討

を行う。 

5)【レセプトデータ関連研究】入院レセプト情報および JANIS データを取得し、メチシ

リン耐性黄色ブドウ球菌の入院期間および費用を検討する。
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結果： 

1) 【J-SIPHE 関連研究】a)陽性率と検体提出率の関係から、至適検体提出率は

45/1,000patient-days 程度と算出した。b)カルバペネム系抗菌薬に対する ASP 介入

において、事前承認制を実施している施設が 0.7 DOT/100patient-days と、最も低

く抑えられていた。c)手指衛生消毒剤使用量と払い出し量は、多くの施設で相関して

いた。d) COVID-19 前後の抗菌薬使用量の傾向の変化は認めなかった。

2) 【ワンヘルス関連研究】診療所情報と JANIS 外来情報の大腸菌薬剤耐性率は差異があ

り、病院外来が診療所よりも高かった。また、一部地域では大きな乖離を認めた。 

3) 【高齢者施設の実態調査】療養病床における抗菌薬使用者は 9.4%であった。主な感染

巣は肺炎が 36.4%、尿路感染症 が 24.4%であった。肺炎患者の 29.3%に第 3 世代セファ

ロスポリン系抗菌薬、14.1%にカルバ ペネム系抗菌薬、尿路感染症患者の 24.1%にフルオ

ロキノロン系、19.5%に第 3 世代セファ ロスポリン系抗菌薬、7.5%にカルバペネム系抗

菌薬が使用されていた。 

4) 【JANIS 関連研究】メチシリン耐性黄色ブドウ球菌およびフルオロキノロン耐性大腸

菌感染症に次いで、第３世代セファロスポリン耐性肺炎桿菌の疾病負荷が高い事を明ら

かにした。ペニシリン耐性肺炎球菌において、髄膜炎用の MIC を使用することで、経年

的な薬剤耐性の推移を評価することが可能であった。 

5)【レセプトデータ関連研究】メチシリン感性黄色ブドウ球菌では感染後入院期間の中

央値 38（IQR:25-62.5）日、1 日当たり費用 455.6 (IQR 359.2-701.7) USD であり、メチ

シリン耐性黄色ブドウ球菌では感染後入院期間の中央値 45（IQR:24-63）日、費用 528.9

(IQR 374.9-647.4) USD と、入院期間および費用は、有意差は認めなかった。 

結語： 

J-SIPHE に蓄積されたデータを解析して院内感染対策および抗菌薬適正使用支援の状況

を評価した。高齢者施設の医療関連感染症および抗菌薬使用の調査にて現状を確認し、

抗菌薬適正使用の基礎調査を行った。JANIS およびレセプトデータを活用し、薬剤耐性菌

の疾病負荷を推定した。さらに、レセプトデータと薬剤耐性菌のデータを結合し、より

詳細な疾病負荷の指標を算出する準備を開始した。 
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A. 研究目的 

医療関連感染（HAI）の発生動向を実施

するためのサーベイランス体制を整え、実

態を明らかにする。 

1)【J-SIPHE 関連研究】 薬剤耐性(AMR)対

策に関するサーベイランスプラットフォ

ーム（Japan Surveillance for Infection 

Prevention and Healthcare 

Epidemiology（J-SIPHE））を用いて、a)菌

血症を検出するための至適検体提出率お

よび b)抗菌薬適正使用と相関する取り組

みについて検討する。加えて、c)手指消毒

剤使用量と払い出し量との関連および

d)COVID-19 前後の抗菌薬使用量を検討す

る。 

2)【ワンヘルス関連研究】都道府県の診療

所薬剤耐性菌情報と JANIS 外来耐性菌情

報に比較など、地域医療での AMR 対策情報

の精度管理を行い、薬剤耐性（AMR）ワン

ヘルスプラットフォーム）へ反映する。 

3) 【高齢者施設の実態調査】薬剤耐性菌

(AMR)対策として、高齢者施設での医療関

連感染症（HAI）および抗菌薬処方の実態

を把握することは、問題点の抽出や改善の

ための立案に必須である。今回、高齢者施

設の感染対策および感染症診療の現状を

把握し、問題点を抽出し対策を開始するた

めの調査を施行する。 

4) 【JANIS 関連研究】疾病負荷を推定す

る事により、リスク要因や他の疾病負荷と

の比較が容易となり、政策立案の補助とな

る。JANIS データを用いて、薬剤耐性菌に

よる疾病負荷を検討する。既存の主要薬剤

耐性菌の菌血症による死亡数および

DALYs について、菌種を拡大し評価する。

また、ペニシリン耐性肺炎球菌においてサ

ーベイランスに適した MIC の検討を行う。 

5)【レセプトデータ関連研究】本邦の正確

な疾病負荷を算出するためには、入院期間

や費用など詳細な情報が必要である。そこ

で、入院レセプト情報および JANIS データ

を紐づけた検討が必要である。 

 

B. 研究方法 

1)【J-SIPHE 関連研究】a)117 施設を対象

に血液培養陽性率と血液培養提出率の相

関を確認し、至適検体提出率を算出した。

b)114 施設を対象にカルバペネム系抗菌

薬に対する抗菌薬適正使用と相関する取

り組みを検討した。c)62 施設を対象に、

手指消毒使用量サーベイランスにおける

「使用量」と「払い出し量」の関連を調査

した。 

d)COVID-19 前後の抗菌薬使用量の時系列

解析を行った。 

2)【ワンヘルス関連研究】各都道府県の薬

剤耐性大腸菌について、診療所情報と

JANIS 外来情報の相関を検討した。 

3)【高齢者施設の実態調査】療養病床を有

する 1032 医療機関を対象として、2020 年

1 月から 5 月に点有病率調査を行 った。

医療機関の基本情報や患者状況、任意の調

査実施日に療養病床において抗菌薬が使

用されていた患者の治療内容などに関し

て調査し、記述統計を行った。 

4)【JANIS 関連研究】JANIS データを用い
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て、主要な薬剤耐性菌の菌血症による死亡

数および DALYS を評価した。また、ペニシ

リン耐性肺炎球菌の MIC を髄膜炎と非髄

膜炎双方の指標で算出し、比較検討を行っ

た。 

5)【レセプトデータ関連研究】入院レセプ

ト情報および JANIS データを紐づけ、メチ

シリン耐性黄色ブドウ球菌の入院期間や

入院費用など取得し、非耐性菌との差異を

検討する。 

 

C.研究結果 

1)【J-SIPHE 関連研究】a)本検討での血液

培養提出率は、22.3/1,000patient-days

であった。陽性率と検体提出率の関係から、

至適検体提出率は 45/1,000patient-days

程度と算出した（図 1）。b)カルバペネム

系抗菌薬に対する ASP 介入において、事

前承認制を実施している施設は約 3.5％で

あったが、0.7 DOT/100patient-days と最も

低く抑えられていた（表 1）。c)手指衛生

消毒剤使用量と払い出し量は、多くの施設

で相関していたが、一部の施設では双方向

性に乖離を認めていた（図 2）。d) COVID-

19 前後の抗菌薬使用量の傾向の変化は認

めなかった。 

2)【ワンヘルス関連研究】診療所情報と

JANIS 外来情報の大腸菌薬剤耐性率は差

異があり、病院外来が診療所よりも高かっ

た。また、一部地域では大きな乖離を認め

た。 

3)【高齢者施設の実態調査】80 医療機関

より有効回答を得た（回収率 7.8%）。療養

病床における総在院患者 6,729 人の うち、

抗菌薬使用者は 9.4%であった。抗菌薬使

用者の年齢の中央値は 87.0 歳、男性が 

49.5%、その目的は治療が 92.4%、予防が

7.6%で、主な感染巣は肺炎が 36.4%、尿路

感染症 が 24.4%であった。尿培養検査か

ら検出された大腸菌の 42%、クレブシエラ

属の 38%が ESBL 産生菌であった。肺炎患

者の29.3%に第3世代セファロスポリン系

抗菌薬、14.1%にカルバ ペネム系抗菌薬、

尿路感染症患者の 24.1%にフルオロキノ

ロン系、19.5%に第 3 世代セファ ロスポリ

ン系抗菌薬、7.5%にカルバペネム系抗菌薬

が使用されていた。 

4）【JANIS 関連研究】メチシリン耐性黄色

ブドウ球菌およびフルオロキノロン耐性

大腸菌感染症に次いで、第３世代セファロ

スポリン耐性肺炎桿菌の疾病負荷(DALYs)

が高い事を明らかにした（図 3）。また、ペ

ニシリン耐性肺炎球菌において、髄膜炎用

の MIC を使用することで、経年的な薬剤耐

性の推移を評価することが可能であった

（図 4）。 

5)【レセプトデータ関連研究】今年度は、

当院単施設で検討を行い、メチシリン感性

黄色ブドウ球菌では感染後入院期間の中

央値 38（IQR:25-62.5）日、1 日当たり費

用 455.6 (IQR 359.2-701.7) USD であり、

メチシリン耐性黄色ブドウ球菌では感染

後入院期間の中央値 45（IQR:24-63）日、

費用 528.9 (IQR 374.9-647.4) USD と、

入院期間および費用は、有意差は認めなか

った（図 5）。 
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D.考察 

1)【J-SIPHE 関連研究】a)至適検体提出数

は平均入院日数に依存するため、本邦の提

出数を算出したことは意義深い。検体採取

方法など、より詳細な検討は必要である。 

b)事前承認制は、カルバペネム系抗菌薬使

用を最も抑えられる可能性が示唆された。

対策へのリソース確保を含めた検討が必

要である。c)手指衛生消毒剤使用量と払い

出し量は、一部乖離を認めることがある。

正確な手指衛生状況把握のために、J-

SIPHE にて使用量及び払い出し量を分け

て集計する必要が考えられた。d)J-SIPHE

は入院患者を対象としたサーベイランス

であるため、外来や経口薬に比して

COVID-19 の影響が少なかったと考える。 

2)【ワンヘルス関連研究】診療所情報と

JANIS 外来情報の大腸菌薬剤耐性率は、病

院外来が高かった。患者重症度の影響や、

地域での検体採取プラクティスが反映し

ている可能性がある。 

3)【高齢者施設の実態調査】ESBL 産生

菌の分離頻度が高いこと、広域抗菌薬の使

用頻度が高いことが、療養病床における感

染症診療の特徴であった。 

4)【JANIS 関連研究】本邦の薬剤耐性菌

による死亡数および DALYs は、欧米やアジ

ア諸国などに比してカルバペネム耐性腸

内細菌や多剤耐性アシネトバクターが少

なかった。その原因を検討するとともにそ

れぞれの特徴に合わせた対策を行う必要

性が示唆された。 

ペニシリン耐性肺炎球菌の薬剤耐性状況

を把握するためには、髄膜炎用の MIC での

評価が必要であった。 

5)【レセプトデータ関連研究】メチシリン

耐性黄色ブドウ球菌で患者は、基礎疾患が

多く、長期間入院している例も多いため、

今後多施設の検討にて背景因子の調整な

どが必要と考える。また、諸外国に比して、

入院期間が長期であることが明らかにな

った。 

 

E.結論 

1)【J-SIPHE 関連研究】本邦における菌血

症を検出するための至適検体提出率を算

出した。カルバペネム系抗菌薬適正使用の

取組みを検討し、事前承認制は有効な可能

性が示唆された。今後、J-SIPHE に蓄積さ

れたデータを解析して院内感染対策およ

び抗菌薬適正使用支援の状況を評価し、

AMR 対策および地域連携に有益な新たな

指標を探索する。 

2) 【ワンヘルス関連研究】AMR（薬剤耐性）

ワンヘルスプラットフォームには、JANIS

外来情報に加え、診療所情報も提示するこ

とが有用と考えられた。 

3)【高齢者施設の実態調査】療養病床にお

ける抗菌薬使用量や薬剤耐性菌のモ ニタ

リングを継続的に行い、感染症診療に対す

る有効な介入方法を模索する必要がある。

また、Web サイトなどを用い、施設への抗

菌薬適正使用支援の啓発およびツールな

どを作成する必要がある。 

4)【JANIS 関連研究】主要薬剤耐性菌によ
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る死亡数を継続評価することで、適切な対

策へつなげることが可能である。特に国際

的な疾病負荷評価指標 DALYs を算出する

ために、感染性疾患における罹患率、死亡

数、入院期間、および後遺症発生率につい

て、その対象を広げて研究を行う必要があ

る。 

ペニシリン耐性肺炎球菌の薬剤耐性の推

移を評価するためには、髄膜炎用の MIC で

の評価を行っていく必要がある。 

5)【レセプトデータ関連研究】入院レセプ

ト情報および JANIS データを用い、メチシ

リン耐性黄色ブドウ球菌における入院期

間および費用を算出可能なことを確認し

た。今後多施設に拡大する予定である。 
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表１.カルバペネム系抗菌薬に対する ASP 介入の現状 

 

 

  

図 1.血液培養陽性率と血液培養提出率（カテゴリ）の関係性について 
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図 2.手指衛生消毒剤使用量と払い出し量の相関図 

 

 
図 3. 主要薬剤耐性菌の菌血症における 10 万人当たりの DALYs（2018 年） 

 

 

41



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4．ペニシリン耐性肺炎球菌の耐性率推移（左：非髄膜炎用 MIC、右：髄膜炎用 MIC） 

 

 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.黄色ブドウ球菌における感染後の入院期間及び 1 日当たりの入院費用 
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令和 3 年度厚⽣労働⾏政推進調査事業費補助⾦ 
(新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業) 指定研究 
「薬剤耐性 (AMR) アクションプランの実⾏に関する研究」 

分担研究報告書 
 

抗菌薬使⽤量（AMU）サーベイランスに関する研究 
 
研究責任者： 
⼤曲貴夫 (国⽴国際医療研究センター病院 国際感染症センター/AMR 臨床リファレンス 
センター) 
研究協⼒者： 
⼤野茜⼦（国⽴国際医療研究センター病院 国際感染症センター/AMR 臨床リファレンス 
センター） 
⽯⾦正裕 (国⽴国際医療研究センター病院 国際感染症センター/AMR 臨床リファレンス 
センター) 
岩元典⼦ (国⽴国際医療研究センター病院 国際感染症センター) 
⽥中知佳 (国⽴国際医療研究センター病院 国際感染症センター/AMR 臨床リファレンス 
センター) 
⼩泉⿓⼠ (国⽴国際医療研究センター病院 国際感染症センター/AMR 臨床リファレンス 
センター) 
福⽥治久 (九州⼤学⼤学院医学研究院 医療経営・管理学講座 医療経営学分野) 
⽇⾺由貴 (兵庫県⽴尼崎総合医療センター/⼩児科総合診療科・⼩児感染症内科) 
 
 
要旨 
⽬的： 

⽇本の抗菌薬使⽤量(AMU)を把握する
⼿法の確⽴や評価の⽅法を模索し, 抗菌薬
適正使⽤⽀援の対象を焦点化する. これに
より, より効率的に適正使⽤を促進できる
よう検討する. また, それぞれの⼿法や⽅
法について, その妥当性を検証する.  
 
⽅法:  
１）【⽇本国内の抗菌薬販売量に関する調査
（2016-2020 年）】 

IQVIA 社のデータを⽤いて, 2016 年か
ら 2020 年までの⽇本の抗菌薬販売量を投
与 経 路 別 ・ AWaRe 分 類 別 に 算 出 し , 
SARIMA モデルでの 2020 年の予測値との
⽐較検討を⾏った． 
2）【セファゾリン供給制限による他の抗菌
薬への影響の調査研究】 

2019 年に⽣じたセファゾリン供給制限
による⽋品問題がもたらした他の抗菌薬の
販売量変化を観察し, 2013 年から 2018 年
の 注 射 薬 販 売 量 デ ー タ か ら 予 測 さ れ る
2019 年の推移と, 2019 年の実際の推移の差
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を解析した. 
3)【注射⽤抗菌薬と⾼齢化・⼈⼝構造変化に
関する研究】 

匿名レセプト情報・匿名特定健診等情報
データベース (NDB) を⽤いて, 年齢三区
分別 (15 歳未満, 15-64 歳, 65 歳以上) の注
射抗菌薬の使⽤量を解析した. また予測⼈
⼝ を ⽤ い て , 今 後 ⼈ ⼝ 構 造 変 化 に よ り
DDDs がどのように推移するか予測を⾏っ
た. 
4)【抗菌薬マスタに関するデータベース開
発の研究】 

厚⽣労働省の薬価基準収載品⽬リスト, 
社会保険診療報酬⽀払基⾦の医薬品マスタ, 
WHO Collaborating Centre for Drug 
Statistics and Methodology の ATC/DDD
情報, ⼀般財団法⼈ 医療情報システム開
発センターの HOT コードマスタ, ⽇本化
学療法学会の抗菌化学療法⽤語集, WHO
の AWaRe 分類リストについて, Postgre 
SQL を使⽤したデータベースを作成した． 

 
結果： 
1)【⽇本国内の抗菌薬販売量に関する調査
（2016-2020 年）】 

抗菌薬販売量は, 2020 年 10.6 DID であ
り, 2016 年からの 4 年間に⽐べ 1 年を通し
て全体的に減少していた. 内服薬・注射薬
ともに Access, Watch いずれも予測値に⽐
べて低値であり, COVID-19 流⾏の影響が
考えられた. 
2）【セファゾリン供給制限による他の抗菌
薬への影響の調査研究】 

セファゾリン代替抗菌薬, ⾮推奨代替抗
菌薬が予測 DID を上回って増加していた
が, 抗菌薬全体の販売量は, 予測 DID と実

際の DID の間に⼤きな差はみられなかっ
た. 販売量に対する販売額には⼤きな変化
はなく, セファゾリン供給制限の経済的な
影響は明らかではなかった. 
3)【注射⽤抗菌薬と⾼齢化・⼈⼝構造変化に
関する研究】 

⼩児, ⽣産年齢, ⾼齢者それぞれの群で
の DID の 変 化 率  (2013-2017 年 ) は -
11.88%, -2.76%, -2.08%であり, 全年齢で
の変化率は+3.16%であった. それぞれの
年齢群の DDDs と⼈⼝変化をみると, ⼩児,  
⽣産年齢では DDDs, ⼈⼝とも減少傾向な
のに対し, ⾼齢者では DDDs, ⼈⼝とも増
加傾向であった.  
4)【抗菌薬マスタに関するデータベース開
発の研究】 

これまでは抗菌薬製剤が⼀意となるよう
なコードが存在しなかったが, Postgre SQL
を⽤いて, 各製剤が⼀意となるようなコー
ドを新たに作成した. マスタ更新毎に更新
前のマスタとの差分を確認することでエラ
ーを防ぎ, 更新毎にデータを記録すること
でエラーが起きても修正できるように⼯夫
した. 収載項⽬は，HOT コード, YJ コード, 
レセプト電算コード, 告⽰名称, ⼀般名称, 
販売名称, 略語, 規格単位, ⼒価, 剤形, 
ATC コード, ATC 分類名, AWaRe 分類名, 
DDD(最新), DDD（2017 年時点）, JDDD, 
販売会社, 製造会社, 後発品フラグ, 更新
年⽉⽇とした.  
 
結語： 

抗菌薬販売量や NDB を利⽤した AMU
モニタリングにより, 抗菌薬適正使⽤⽀援
を進めるべき対象がわかってきた. また, 
様々な領域における抗菌薬使⽤に関する問
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題点が明確化した. ⼀⽅, 販売量と NDB そ
れぞれのデータの使⽤において, 両者とも
に, ⻑所, 短所があるため, 特性を⾒極め

て今後もサーベイランスを継続し, 適正使
⽤⽀援へ活⽤することが重要である. 
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A. ⽬的 
⽬的：⽇本国内における抗菌薬使⽤量を

把握する⽅法を模索し, 抗菌薬適正使⽤⽀
援の対象を検討する. また, それぞれの⽅
法について, その妥当性を検証する.  
 
1）【⽇本国内の抗菌薬販売量に関する調査
（2016-2020 年）】 

薬剤耐性 (AMR) は世界的な脅威であり, 
各国での抗菌薬適正使⽤が求められている. 
適正使⽤推進の指標として, 販売量に基づ
く抗菌薬の使⽤量サーベイランスを経年的
に調査している. AMR 対策アクションプラ
ンの公表された 2016 年以後, 抗菌薬販売量
は減少傾向となっているが, その減少幅が
減少してきていた. しかし, 2020 年は抗菌
薬販売量がそれまでの傾向から逸して⼤き
く減少していた. 2020 年は COVID-19 の流
⾏で医療のみならず社会全体が激変し, 抗
菌薬販売量に及ぼす影響が様々考えられた. 
本研究では, 2020 年の抗菌薬販売量の予測
値に対する減少の程度やその要因を考察し
た.  
2）【セファゾリン供給制限による他の抗菌
薬への影響の調査研究】 

医薬品の安定供給は適切な医療の提供に
必須であり, 供給問題による医療への影響
は数多く報告されている. なかでも抗菌薬
の不⾜は, 治療の失敗, 医療費の上昇, 薬
剤耐性菌の増加といった悪影響を及ぼす. 
2019 年, ⽇本で全国的なセファゾリン不⾜
が発⽣し, 次いでセファゾリン代替薬の⼆
次的な不⾜が⽣じた(図３). そこで, セフ
ァゾリン供給不⾜が抗菌薬全体の供給や適
正使⽤に与えた影響について, 抗菌薬の販

売量と販売額の観点から検討した. 
3）【注射⽤抗菌薬と⾼齢化・⼈⼝構造変化
に関する研究】 

⽇本の抗菌薬使⽤量 (AMU) は経年的
に減少しているが, 注射⽤抗菌薬の使⽤量
は経時的に増加傾向である.このことは⾼
齢化による影響と考えられる. ⽇本をはじ
めとする先進国において，⾼齢化は⼤きな
問題である．抗菌薬使⽤量（AMU）につい
ては、定義された 1 ⽇量（DDDs）/1,000
⼈・⽇（DID）では, ⼈⼝構造の変化が考慮
されていない. そこで, ⾼齢化社会におけ
る⼈⼝構造の変化が AMU モニタリングに
与える影響について検討した.  
4)【抗菌薬マスタに関するデータベース開
発】 

抗菌薬に関するサーベイランスや研究に
は, 各種の抗菌薬に関する流通・保険請求
に⽤いられるコードや, 医薬品分類などの
情報を⽤いるが, これまで包括的なデータ
ベースがなかった. ⼿動の作業は収載漏れ
や間違いが⽣じるリスクがあり, それを避
けるためにはなるべく既存のデータを利⽤
したデータベースが必要である. そこで, 
今後のサーベイランスや研究に利⽤できる
ように， 各種の公開マスタから抗菌薬に関
する医薬品情報を収載し, ⾃動で統合でき
るデータベースの開発を⾏った. 
 
Ｂ．研究⽅法 
1）【⽇本国内の抗菌薬販売量に関する調査
（2016-2020 年）】 

IQVIA 社のデータを⽤いて, 2016 年か
ら 2019 年までの⽇本の抗菌薬販売量を⽉
次で算出し, このデータをもとに 2020 年の
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抗菌薬販売量の予測値を, 季節性を調整し
た ARIMA モデルを⽤いて算出した. これ
を COVID-19 の流⾏がなかったと仮定した
2020 年の販売量とし, 実際の 2020 年の値
と⽐較することで, COVID-19 による影響
を 考 察 し た . 抗 菌 薬 は World Health 
Organization (WHO) の定める Anatomical 
Therapeutic Chemical Classification (ATC) 
コードに基づき分類し, J01 を抗菌薬とした． 
抗菌薬は WHO が定めている抗菌薬適正使
⽤を評価する指標に使われる AWaRe 分類
で分類し, さらに内服薬, 注射薬に分けて
集計した. 販売量は Defined Daily Dose で
補正し, 1000 ⼈・1 ⽇当たりの使 ⽤量 
(DDDs/1,000 inhabitants/day = DID) を
算出した. 本データ解析には R version 
4.0.2 (R Foundation for Statistical 
Computing, Vienna, Austria) を⽤いた.  

（倫理⾯への配慮）本研究は個⼈情報を
利⽤していない. 
2）【セファゾリン供給制限による他の抗菌
薬への影響の調査研究】 

IQVIA 社のデータを⽤いて 2016 年から
2019 年までの⽇本全国の注射抗菌薬の販
売量を評価した. 抗菌薬販売量は, Defined 
Daily Doses / 1,000 inhabitants / days 
(DID) として定量化した. セファゾリンの
供給不⾜が⽣じなかったと仮定して, 2013
年から 2018 年の⽉次販売量データをもと
に, 季節性を調整した ARIMA モデルを⽤
いてセファゾリン, セファゾリン推奨代替
薬, ⾮推奨代替薬 (メロペネム, ピペラシ
リン/タゾバクタム） の 2019 年の予測 DID
値を算出し, 2019 年の実際の DID 値と⽐較
した. AWaRe 分類別にも同様の評価を⾏っ
た. 販売額は, 薬価変動がなかった 2018 年

4 ⽉から 12 ⽉と 2019 年 1 ⽉から 9 ⽉にお
いて販売量と販売額を線形回帰し, 係数を
⽐較することで, 販売量あたりの販売額が
上昇していないかどうかを検討した． 

（倫理⾯への配慮）本研究については匿
名化された販売量データを⽤いているため
倫理審査は不要である. 
3）【注射⽤抗菌薬と⾼齢化・⼈⼝構造変化
に関する研究】 

匿名レセプト情報・匿名特定健診等情報
データベース (NDB) から年齢三区分別 
(15 歳未満, 15-64 歳, 65 歳以上) の注射抗
菌薬の 1 ⽇当たり⼈⼝ 1000 ⼈当たりの使
⽤ 量  (Defined Daily Doses / 1,000 
inhabitants /day : DID), 総使⽤量 DDDs 
(Defined Daily Doses), ⼈⼝数を経年的に
評価した. また予測⼈⼝を⽤いて 2018 年時
点の DID が継続した場合, 今後 DDDs が
どのように推移するか予測した.さらに AS 
活動によって年々DID が減少した場合の
DDDs の変化についてシナリオ分析を⾏な
った。 ⼈⼝は統計局の⼈⼝推計, 予測⼈⼝
は社会保障・⼈⼝問題研究所の予測⼈⼝を
⽤いた. 

（倫理⾯への配慮）本研究については国
⽴国際医療研究センターの倫理委員会にて
承認を得た (NCGM-G-002505-00). 
4)【抗菌薬マスタに関するデータベース開
発の研究】 

対象の医薬品は 2012 年 4 ⽉以降に国内
で保険収載された抗菌薬のうち, 全⾝投与
する抗菌薬 (内服薬・注射薬) とした. デー
タ元は, 厚⽣労働省の薬価基準収載品⽬リ
スト, 社会保険診療報酬⽀払基⾦の医薬品
マスタ, WHO collaboration center for Drug 
statistics methodology の ATC/DDD 情報, 
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⼀般財団法⼈ 医療情報システム開発セン
ターの HOT コードマスタ, ⽇本化学療法
学 会 の 抗 菌 化 学 療 法 ⽤ 語 集 , WHO の
AWaRe 分類リストとした. データベース
を構築には Postgre SQL を使⽤した. 対象
の抗菌薬は薬効分類番号を参考に, 個々の
薬剤ごとに感染症・抗菌薬に精通した医師
1 名, 薬剤師 2 名で選定した. ATC/DDD に
ついて未規程のものや⽇本の現状と異なる
薬剤については, 独⾃に ATC と DDD を設
定した. またこれまで⼿動で更新を⾏って
いたマスタ, 同⼀のデータソースより外部
企業に依頼して作成したマスタと突合確認
を⾏い, 精度を検証した.  

（倫理⾯への配慮）本研究については公
開されている医薬品情報のデータのみを使
⽤しているため倫理申請は不要である. 

 
Ｃ．研究結果 
1）【⽇本国内の抗菌薬販売量に関する調査
（2016-2020 年）】 

2020 年の総抗菌薬販売量は, 2016-2019
年の 4 年間に⽐べ少なかった（図 1）. 内服
薬では, 2020 年の Access （1.91 DID）, 
Watch （7.33 DID）は, いずれも予測値 
（Access: 2.08 DID, Watch: 8.90 DID） よ
り低値であった. 注射薬では, 2020 年の
Access （0.27 DID）, Watch （0.56 DID）
は, Access はおおむね予測値 (0.27 DID)に
⼀致していたが, Watch が予測値 (0.70 
DID) よりも⼤きく低値であった (図 2)． 
2）【セファゾリン供給制限による他の抗菌
薬への影響の調査研究】 

2019 年 4 ⽉に抗菌薬販売量全体の DID
の急増がみられた. セファゾリン代替薬お
よび⾮推奨代替薬 (メロペネム, ピペラシ

リン・タゾバクタム) において予測 DID を
上回っていた. Watch に含まれる抗菌薬は, 
実測 DID が予測 DID よりも⾼い値を⽰し
た (図 4). 2019 年の抗菌薬販売量全体では, 
予測 DID と実際の DID の間に⼤きな差は
なかった. 回帰分析の結果, 2018 年 4 ⽉か
ら 12 ⽉と 2019 年 1 ⽉から 9 ⽉の販売量と
販売額の係数相関に⼤きな変化はなかった. 
3）【注射⽤抗菌薬と⾼齢化・⼈⼝構造変化
に関する研究】 

15 歳未満, 15-64 歳, 65 歳以上のそれぞ
れの群での 2013 年から 2018 年にかけての
DID の変化は-0.05, -0.01, -0.04%であった. 
⼀⽅, 全年齢での変化率は+0.03%であっ
た. また DDDs の変化は-0.34, -0.87, +2.26
であり, 全年齢では+1.04 であった. DID を
2018 年の値で固定し, 予測⼈⼝を⽤いて, 
今後の⼈⼝変化によって DDDs の推移を予
測した. その結果は, 15 歳未満・15-64 歳で
は⼈⼝と DDDs は今後減少していく⼀⽅, 
65 歳 以 上 は ⾼ 齢 者 ⼈ ⼝ の 増 加 に 伴 い
DDDs も増加した. 総⼈⼝に対する総使⽤
量は増加する予測値が得られた (図 5). 今
後の SP 活動などにより DID が減少するこ
とで総使⽤量も減少に向かう予測値が得ら
れた(図 6).  
4)【抗菌薬マスタに関するデータベース開
発の研究】 

これまでは抗菌薬製剤が⼀意となるよう
なコードが存在しなかったが, Postgre SQL
を⽤いて, 各製剤が⼀意となるようなコー
ドを新たに作成した. 2021 年 7 ⽉時点で
5052 品⽬を収載した. マスタ更新のたびに
更新前のマスタとの差分を確認することで
エラーを防ぎ, 更新のたびにデータを記録
することでエラーが起きても修正できるよ
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うに⼯夫した. 収載項⽬は, HOT コード, 
YJ コード, レセプト電算コード, 告⽰名称, 
⼀般名称, 販売名称, 略語, 規格単位, ⼒価, 
剤形, ATC コード, ATC 分類名, AWaRe 分
類名, DDD(最新), DDD（2017 年時点）, 
JDDD, 販売会社, 製造会社, 後発品フラグ, 
更新年⽉⽇とした (図 7). 
 
Ｄ．考察 
1）【⽇本国内の抗菌薬販売量に関する調査
（2013-2020 年）】 

2020 年の抗菌薬販売量は, 2019 年までの
傾向から分析した予測値と⽐べて⼤きく減
少していた. 販売量データのみでは要因を
明確にできないが, COVID-19 の流⾏に伴
う, ⾏動制限による感染症そのものの減少, 
感染対策の普及, 病院受診の抑制, ⼿術件
数の減少など抗菌薬使⽤の減少などの要因
が考えられた. 今後, 集積される NDB デー
タや患者調査など様々なデータから抗菌薬
販売量減少の要因を明らかにし, 適正使⽤
を進める指標にする必要がある. 
2）【セファゾリン供給制限による他の抗菌
薬への影響の調査研究】 

2019 年 4 ⽉の抗菌薬販売量全体の DID
の急増は, セファゾリン不⾜に伴い, 多く
の病院が代替抗菌薬の備蓄を急いだ結果と
考えられた. また, Watch や広域抗菌薬の増
加は, 代替薬へ不⾜が波及したことにより, 
不適切な代替抗菌薬への切り替えが⾏われ
ていた可能性が考えられた. これらのこと
から, 適切な ASP を実践するためには, 短
期的な対策として供給制限の可能性を速や
かに医療機関と共有し, 供給不⾜に備える
ための⼗分な時間を確保すべきである. ま
た, 現状では企業の抗菌薬⽣産における利

幅が⼩さく, 原薬⽣産を海外の限られた国
からの輸⼊に頼らざるを得ず, 安定供給が
難しい背景があるため, 中⻑期的には医薬
品原料の国内⽣産化や, 抗菌薬⽣産におい
て企業に⼗分利益が⾒込まれるための国レ
ベルのサポートが必要である． 
3）【注射⽤抗菌薬と⾼齢化・⼈⼝構造変化
に関する研究】 

DID による評価は，⾼齢化など⼈⼝構造
が急激に変化した地域では，解釈を誤る可
能性がある. そのため, 総量 DDDs と⼈⼝
構造の変化を考慮した抗菌薬使⽤モニタリ
ングの必要がある. このことは今後の ASP
活動の検討に役⽴つ可能性が考えられた. 
4)【抗菌薬マスタに関するデータベース開
発の研究】 

各種マスタより⾃動的に抗菌薬データベ
ースを作成する仕組みを開発したことで, 
マスタ作成の労⼒の軽減, エラー回避に繋
がると予想された. マスタの提供を開始し
たところ, 病院薬剤部・データ研究者等複
数機関より提供申出があり, 国内において
統⼀された抗菌薬マスタの整備が求められ
ていることがわかったため, 今後も更新・
提供を継続する必要があると考えられた
(図 8). 

 
Ｅ．結論 

抗菌薬販売量や NDB を利⽤した AMU
モニタリングにより, 適正使⽤を進めるべ
き対象がわかってきた. また, 様々な領域
における抗菌薬使⽤に関する問題点が明確
化した. ⼀⽅, 販売量と NDB それぞれのデ
ータの使⽤において, 両者ともに, ⻑所, 
短所があるため, 特性を⾒極めて今後もサ
ーベイランスを⾏うことが重要である. 
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図 1. ⽇本国内における抗菌薬販売量の 2016-2020 年の年推移（A）と 2020 年の 1 ⽇あた
り COVID-19 新規感染発症数推移（B） 

 
 
図 2. AWaRe 分類別(Access; A, D, Watch; B, E, Total; C, F)，内服薬(A, B, C)・注射薬(D, 
E, F)別，⽉単位の抗菌薬販売量の年推移(⿊⾊箱図)と 2020 年予測値(灰⾊箱図)の箱ひげ図 
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図 3 セファゾリン供給問題の流れ 

 
 
図 4 過去の販売量からの予測 DID と実測 DID の箱ひげ図(AWaRe 分類別) 
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図 5 ⼈⼝変化と抗菌薬総使⽤量の予測 

 
 
図 6 抗菌薬使⽤量の予測と AS 活動による減少のシナリオ分析 
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図 7 抗菌薬データベースの収載項⽬とデータソース 

 
 
図 8 抗菌薬データベース運⽤の流れ 
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厚生労働科学研究費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業） 

分担研究報告書 
 

薬剤耐性（AMR）アクションプランの実行に関する研究（２０ＨＡ２００３） 
 

抗菌薬使用量（AMU）サーベイランスに関する研究 
 

研究分担者 京都薬科大学 臨床薬剤疫学分野 村木 優一 
 

研究要旨 
薬剤耐性（AMR）対策アクションプランのなかで、抗菌薬使用（AMU）の動向

調査・監視は目標の１つに掲げられており、継続的な調査体制の確立が求められて

いる。本研究では、これまでに引き続き全国や都道府県サーベイランスの実行と J-
SIPHE の実行に必要な体制整備を行い、新たな使用状況の把握や評価方法の探索を

目的とした。 
AMR 対策上重要な指標の１つである Clostridioides difficile infection に使用される

抗菌薬、抗緑膿菌作用をもつ抗菌薬、抗 MRSA 薬、抗菌薬含有外用薬の AMU を販

売量あるいはレセプト情報・特定健診等情報データベース（NDB）オープンデータ

から明らかにした。また、NDB などの保険請求情報を用いた AMU の簡便な指標と

して新たに患者数に基づく指標の有用性を見出した。 
本研究は、AMR 対策アクションプランの実行において重要な柱の 1 つである動向

調査・監視に対して有用な情報を提供し、得られた情報を評価する上でも重要な役

割を担っている。 
 
Ａ．研究目的 
 

薬剤耐性菌が世界中に拡大し、問題と

なっているなか、2016 年 4 月にわが国で

は「薬剤耐性（AMR）対策アクションプ

ラン」が発表された。本アクションプラ

ンは「1 普及啓発・教育、2 動向調査・

監視、3 感染予防・管理、4 抗微生物剤

の適正使用、5 研究開発・創薬、6 国際

協力」の主要な 6 分野で目標を掲げて活

動を推進していくとしている。また、本

アクションプランの「2 動向調査・監

視」では、日本の抗菌薬使用（AMU）と

微生物耐性の動向を把握するサーベイラ

ンス体制の構築及び新たな AMU の評価指

標の確立を求めている。 
サーベイランス体制には、日本や都道

府県などマクロな視点と各医療機関や診

療所などミクロな視点での把握が必要で

ある。我々はこれまでにマクロな視点に

よるサーベイランスとして全国あるいは

都道府県の販売量ならびにナショナルデ

ータベースを用いた把握を行ってきた。

しかしながら、地域での取り組みを評価

する上では二次医療圏といったより詳細

な地域での把握が必要と考えられる。 
ミクロな視点での把握には医療機関で

のサーベイランスがあげられる。AMR 臨

床リファレンスセンター（AMRCRC）で

は、2019 年 1 月に感染対策連携共通プラ

ットフォーム（J-SIPHE）の運用を開始し

た。この J- SIPHE を普及させるには、簡

便に AMU を集計する仕組みが必要であ

り、我々は保険請求情報から AMU を自動

集計できるソフトを開発した。 
こうした AMR 対策アクションプラン

における AMU のサーベイランス体制は確

実に構築されつつあるが、診療の質や感

染症治療の目的に応じた使用状況の把握

は依然として確立されておらず、収集し
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た評価方法についても標準化しなければ

ならない。 
本研究では、これまでに引き続き全国

や都道府県サーベイランスの実行と新た

な使用状況の把握や評価方法の探索を目

的とした。 
 
Ｂ．研究方法 
 
1. 全国・都道府県別 AMU サーベイラン

ス、J-SIPHE による医療機関の AMU
サーベイランスの実行 

 
AMRCRC で行われているサーベイラン

スに関して必要時に関与した。 
 

2. 販売量に基づく抗 MRSA 薬および抗

緑膿菌作用薬の使用動向 
 
販売量データを用いて抗 MRSA 薬およ

び抗緑膿菌作用薬の使用動向を 2006 年か

ら 2015 年まで評価した。評価に使用した

指標は DID（DDDs/1,000 inhabitants/day）
とし、販売量を力価換算で求め、人口で

補正した。 
対象期間における対象薬剤の適正使用

に関して、各種ガイドラインの発刊、診

療報酬制度などの制定状況や文献的考察

を行った。 
 

3. NDB オープンデータに基づく CDI 治
療薬および抗菌薬含有外用薬の使用動

向 
 
NDB オープンデータを用いて CDI 治療

薬および抗菌薬含有外用薬の使用動向を

評価した。評価に使用した指標は PID
（patients/1,000 inhabitants/day）あるいは

製剤数、成分量とした。 
対象期間における対象薬剤の適正使用

に関して、各種ガイドラインの発刊、診

療報酬制度などの制定状況や文献的考察

を行った。 
 

4. 保険請求情報利用時における AMU の

適な指標の探索 
 
NDB を利用し、抗 MRSA 薬の AMU を

用いて NDB といった保険請求情報を利用

する場合における 適な指標を探索し

た。なお、評価に使用した指標は DID
（DDDs/1,000 inhabitants/day）、DOTID
（DOTs/1,000 inhabitants/day）、PID
（patients/1,000 inhabitants/day）とした。 

各抗 MRSA 薬に対して、PID に対する

DID および DOTID の相関を調査した。さ

らに、PID を用いて各都道府県の比率を求

め、全国値との乖離状況を評価した。 
 

5. 倫理面への配慮 
本研究は、直接的に患者情報を取り扱

うものではない。すなわち、データとし

ては、患者情報から切り離した値のみを

取り扱う。扱うデータは、匿名化を図

り、団体および個人の不利益に十分配慮

している。 
 
Ｃ．研究結果 
 
1. 全国・都道府県別サーベイランス、J-

SIPHE による AMU サーベイランスの

実行 
 
特に大きな問題を認めることなく、各

サーベイランスは実行されている。 
 
2. 販売量に基づく抗 MRSA 薬および抗

緑膿菌薬の使用動向 
 
2006 年から 2015 年にかけて抗 MRSA

薬は微増し、VCM が期間を通じて も多

く使用されていた。一方、DAP が販売さ

れた後、その使用割合は増加し、LZD に

おいては、経口薬の占める比率が増加し

ていた。また、後発医薬品の使用は経年

的に使用比率が高くなっていたが、

ABK、TEIC は使用自体が減少していた。 
2006 年から 2015 年にかけて抗緑膿菌作

用薬は増加し、その後、使用は頭打ちに

なっていた。また、その使用の約 9 割が
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調査期間を通じて経口キノロン系薬が占

めていた。一方、カルバペネム系薬に経

年的な増加は認めず、メロペネムやドリ

ペネムの使用比率が増加していた。ま

た、抗緑膿菌作用を有する第 3、第 4 セフ

ァロスポリン系薬は期間を通じて減少

し、ピペラシリン・タゾバクタムが増加

した。 
 

3. NDB オープンデータに基づく CDI 治
療薬および抗菌薬含有外用薬の使用動

向 
 
2013 年から 2016 年における CDI 治療

薬の使用動向を保険請求別情報に基づい

て調査した。その結果、経口メトロニダ

ゾールの大部分は外来で使用されている

ことが明らかとなった。また、入院患者

への使用は、販売量で以前明らかにした

経口と同等であった。 
外用抗菌薬の使用動向を調査した結

果、2017 年における皮膚科で処方された

外用抗菌薬は 58,396,530 剤であった。そ

のうち、ベタメタゾン／ゲンタマイシ

ン、ゲンタマイ シンの占める割合はそれ

ぞれ、50.5%、16.7%であった。一方、成

分量に占めるゲンタマイシンの割合は

7.8%であった。抗菌薬含有点眼剤は、

24,655,653 剤で，キノロン系の割合が

95.9％であった。 
 

4. 保険請求情報利用時における AMU の

適な指標の探索 
 
各抗 MRSA 薬の患者数に基づいた指標

（PID）は、従来用いられてきた指標であ

る使用量に基づいた指標（DID）および投

与日数に基づいた指標（DOTID）と良好

に相関することが明らかとなった。しか

し、抗 MRSA 薬によっては回帰直線が同

一にならなかった。 
各都道府県における MRSA の分離率と

本研究で新たに作成した指標である PID
は相関した。一方、回帰直線から乖離す

る都道府県も認められた。また、各都道

府県における抗 MRSA 薬の使用割合は、

都道府県間で異なり、全国値とも異なっ

ていた。 
 
Ｄ．考察 

本研究により、継続的な AMU サーベ

イランの実施、特定の抗菌薬に焦点をあ

てた AMU の動向、AMU の 適な指標の

探索を明らかにした。 
現在、抗菌薬全体の AMU の動向は全

国あるいは都道府県別に AMRCRC により

報告されている。しかし、抗菌薬は使用

目的に応じて使い分けられ、時に特定の

抗菌薬の選択圧により、その耐性菌が問

題となる。そのため、本研究では、抗緑

膿菌作用薬、抗 MRSA 薬、CDI 治療薬な

らびに抗菌薬含有外用薬の使用動向を明

らかにした。 
抗緑膿菌作用薬は、一般的に広域抗菌

薬と呼ばれ、耐性緑膿菌や耐性腸内細菌

科細菌などを出現させないため、濫用を

避ける必要がある。本研究により、抗緑

膿菌作用薬の使用は、増加したものの、

一定に保たれており、濫用が避けられて

いることが示唆された。また、その大半

は経口キノロン系薬であり、外来におけ

る適正使用を推進させる必要がある。 
また、注射薬の広域抗菌薬は日本全体

の DID に比べて低値であり、日本全体の

選択圧から考えると影響は少ないことが

考えられるが、その使用機会は主に医療

機関であるため、医療機関における適正

使用を推進させる必要性が考えられる。 
抗 MRSA 薬では、その使用は微増であ

り、感染対策や適正使用が推進されてい

ることが考えられる。また、使用割合を

みても、ダプトマイシンやリネゾリドと

いった使用割合が増加し、リネゾリドに

おいては経口薬の使用割合が増加してい

るため、医療機関におけるガイドライン

に遵守した使用が推進されていることが

推察された。 
以前、我々は、販売量データに基づき

Clostridioides difficile 感染症に使用される

抗菌薬の増加を報告した。しかし、実際
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の使用場所を特定するため、NDB オープ

ンデータを利用し、請求別に調査した結

果、メトロニダゾールの使用の大半は外

来で使用されていた。メトロニダゾール

は Helicobacter pylori の除菌にも使用され

ることが一因であることが考えられる。 
抗炎症作用目的で使用するクラリスロ

マイシンなど、抗菌薬は、特定の疾患に

も使用され、合剤等でも販売されている

ことから、販売量や保険請求情報だけで

は使用目的まで特定することが困難であ

る。AMR 対策を実行する上では過少評価

の影響因子となる可能性もあるため、今

後の課題である。 
これまで、全身使用目的で使用される

経口薬、注射薬における AMU は把握して

きたが、外用薬にも抗菌薬は含有され、

使用されている。そこで、抗菌薬含有外

用薬においても調査した。その結果、皮

膚科用外用薬では、そのほとんどがゲン

タマイシン含有外用薬が使用されてい

た。一方、外用薬全体の成分量に占める

ゲンタマイシンの成分量は 7.8%と非常に

少なく、低濃度のゲンタマイシン製剤が

広く使用されていることが明らかとなっ

た。また、点眼薬の大部分はキノロン系

薬であり、これらの抗菌薬に対する耐性

菌には注視する必要性が考えられた。 
AMU の指標には、これまで DID や

DOTID といった使用量や投与日数を用い

られてきた。しかし、抗菌薬は感染症や

患者背景に応じて用法用量や投与日数が

変わるため、選択圧の評価には欠点を有

している。そこで、患者個別に投与方法

を変更する代表的な抗 MRSA 薬を対象と

して、患者数を用いた新たな指標、PID を

考案し、従来の DID と DOTID と比較し

た。 
PID は、DID や DOTID と相関すること

が示されたことから、代替指標となり得

ることが考えられる。PID は患者数を算出

するだけで求められることから簡便であ

り、保険請求情報利用時には有用な指標

である。実際に、各抗 MRSA 薬における

PID と DID、DOTID との相関を見てみる

と用量調節の必要なものは、回帰直線が

一致せず、ふようなものは一致した。即

ち、PID は DID や DOTID の欠点を補う可

能性がある。 
一方、PID は、各都道府県における

MRSA の分離率と弱い相関を示した。し

かし、なかには、回帰直線から外れる都

道府県も存在し、必要な患者へ投与が行

われていない、不必要な患者へ過剰に投

与しているなどといった状況を確認すべ

きであることが考えられる。患者数に対

して耐性菌の分離患者数と紐付けること

で、適正使用の質の評価に活用できる可

能性が推察された。 
 
Ｅ．結論 
 

本研究は、AMR 対策アクションプラン

の実行において重要な柱の 1 つである動

向調査・監視に対して有用な情報を提供

し、得られた情報を評価する上でも重要

な役割を担っている。 
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令和 3 年度厚⽣労働⾏政推進調査事業費補助⾦ 
(新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業) 指定研究 
「薬剤耐性 (AMR) アクションプランの実⾏に関する研究」 

分担研究報告書 
 

抗微⽣物薬適正使⽤ (AMS) に関する研究 
 
研究責任者:  
⼤曲貴夫（国⽴国際医療研究センター病院 国際感染症センター/AMR 臨床リファレンス 
センター） 
研究協⼒者:  
⼤野茜⼦（国⽴国際医療研究センター病院 国際感染症センター/AMR 臨床リファレンス 
センター） 
⽯⾦正裕（国⽴国際医療研究センター病院 国際感染症センター/AMR 臨床リファレンス 
センター） 
岩元典⼦（国⽴国際医療研究センター病院 国際感染症センター/AMR 臨床リファレンス 
センター） 
⽥中知佳（国⽴国際医療研究センター病院 国際感染症センター/AMR 臨床リファレンス 
センター） 
⼩泉⿓⼠ (国⽴国際医療研究センター病院 国際感染症センター/AMR 臨床リファレンス 
センター) 
⽇⾺由貴 (兵庫県⽴尼崎総合医療センター/⼩児科総合診療科・⼩児感染症内科) 
 

要旨 
⽬的:  

薬剤耐性菌対策を促進するため, ⽇本の
抗菌薬適正使⽤の状況や問題点を明らかに
し, 状況の改善や問題点に対する介⼊⽅法
を検討する.  
⽅法:  
1)【診療所レベルでの抗菌薬適正使⽤フィ
ードバックシステム構築に向けての調査研
究】 

抗菌薬使⽤状況のデータ収集とフィード
バックシステム開発に向けて, 6 つの診療所

に協⼒を依頼し, レセプトチェック⽤ UKE
ファイルを利⽤した抗菌薬使⽤量調査を⾏
った.  
2）【急性感染性下痢症の⽇本の疫学と抗菌
薬使⽤量の調査研究】 

⽇本医療データセンター (JMDC) の⽇
本全国の健康保険組合, 医療機関から提供
されるレセプト等をデータソースとしたリ
アルワールドデータベースを⽤いて, 2013
年 1 ⽉から 2018 年 12 ⽉までの間に急性感
染性下痢症で受診した外来患者の疫学と抗
菌薬使⽤状況について調査した.  
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3)【J-SIPHE 利⽤施設を対象としたアンケー
ト調査】 

J-SIPHE(感染対策連携共通プラットフ
ォーム)参加施設を対象に, AMU（抗菌薬使
⽤）集計に関する無記名の Web 調査を実施
した(期間:2021/12/13-2022/1/14). 
4）【⻭科外来における抗菌薬処⽅の実態を
明らかにするアンケート調査】 

⻭科医師会に協⼒を依頼し, ⻭科医師を
対象として, 抗菌薬の選択や処⽅, 適正使
⽤への意識に関するアンケート調査を実施
した.  
 
結果:  
1) 【診療所レベルでの抗菌薬適正使⽤フィ
ードバックシステム構築に向けての調査研
究】 

急性気道感染症に対する処⽅のうち, 抗
菌薬の割合は, 内科・⼩児科が 23.1％と
25.3％, ⼩児科が 14.4％と 5.8％, ⽿⿐咽喉
科が 21.5％と 45.2％と,  同じ診療科間で
も異なっており, 診療科ごとにサーベイラ
ンスを⾏う重要性が⽰唆された.  
2）【急性感染性下痢症の⽇本の疫学と抗菌
薬使⽤量の調査研究】 

急性感染性下痢症への抗菌薬処⽅率は, 
⾮細菌性下痢症に限ると, ⼩児では 20-
40％, 成⼈では 30-50%だった. 成⼈男性へ
の処⽅率が最も⾼かった. 処⽅の種類は, 
⼩児ではホスホマイシンが最多, 成⼈では
キノロンが最多で, 続いてホスホマイシン
の処⽅が多かった. 
3) 【J-SIPHE 利⽤施設を対象としたアンケー
ト調査】 

対象の 247 施設のうち, J-SIPHE に参加
後, 64.4% (159/247) で AMU 集計時間が

減少した. 
4)【⻭科外来における抗菌薬処⽅の実態を
明らかにするアンケート調査】 

⻭科処置後, 感染予防の抗菌薬として第
3 世代セファロスポリンが最も多く使⽤さ
れていた. また, 投与のタイミングは処置
後 3 ⽇間が最も多く, ⻭科感染症予防に関
するガイドラインが遵守されていないこと
が⽰唆された.  

 
結語:  

本研究により, 抗菌薬適正使⽤⽀援とし
て取り組むべき対象や課題がより明らかと
なった. 今後も引き続き研究を⾏い, 実際
の介⼊や⽀援につなげていく必要がある. 
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A. ⽬的 
薬剤耐性菌対策を促進するため, ⽇本の

抗菌薬抗菌薬適正使⽤における問題点を明
らかにし, それらの問題点に対する介⼊⽅
法を検討する.  
 
1)【診療所レベルでの抗菌薬適正使⽤フィ
ードバックシステム構築に向けての調査研
究】 

気道感染症や下痢症では抗菌薬の不適正
使⽤が多く, 「抗微⽣物薬適正使⽤の⼿引
き」の作成などにより不適正使⽤は減少し
ているものの, まだ改善の余地が多くみら
れる. さらなる改善のためには, 気道感染
症や下痢症が多く診られている診療所を対
象とした抗菌薬適正使⽤⽀援が重要である. 
そこで, 診療所における抗菌薬処⽅状況を
把握するシステムの開発に向け, 協⼒の同
意を得られた 6 つの診療所でデータの抽出
とフィードバックを⾏った. 
2）【急性感染性下痢症の⽇本の疫学と抗菌
薬使⽤量の調査研究】 

急性下痢症への抗菌薬の不適正な使⽤が
問題視されているが, ⽇本の急性下痢症の
疫学, 抗菌薬使⽤の実態は⼗分に把握され
ていない. そこで, 急性下痢症への抗菌薬
適正使⽤を推進する介⼊点を探るため, 
JMDC の提供する, ⽇本全国の健康保険組
合, 医療機関から提供されるレセプト等を
データソースとした, リアルワールドデー
タベースを⽤いて調査を⾏った.  
3) 【J-SIPHE 利⽤施設を対象としたアンケ
ート調査】 

AMR 臨床リファレンスセンターでは, J-
SIPHE を 2019 年より稼働した. J-SIPHE は
AMU の集計アプリケーションを⽤いるこ

とで医事ファイルから抗菌薬使⽤状況の⾃
動集計が可能である. そこで, J-SIPHE 参加
前後での AMU 集計の負担調査を⾏った. 
4)【⻭科外来における抗菌薬処⽅の実態を
明らかにするアンケート調査】 

⻭科の抗菌薬使⽤量は, 医科に⽐べて少
ないが, その内訳は⻭科領域における感染
症予防薬としては推奨されていないセファ
ロスポリン系抗菌薬が最も多いことがわか
っている. 神奈川県でおこなわれた勉強会
参 加 者 を 対 象 に ⾏ っ た パ イ ロ ッ ト 調 査 
(N=54) において, 第⼀選択薬はセファロ
スポリン系が多く, 処置直前に服⽤すべき
予防抗菌薬が処置後に処⽅されていること
などを明らかにした. 今回, ⽇本⻭科医師
会協⼒の下, このパイロット調査をもとに
⻭科外来における抗菌薬処⽅の実態を明ら
かにする全国規模でのアンケート調査を⾏
った. 
 
Ｂ. 研究⽅法 
1)【診療所レベルでの抗菌薬適正使⽤フィ
ードバックシステム構築に向けての調査研
究】 

2019 年 4 ⽉ 1 ⽇〜2020 年 3 ⽉ 31 ⽇の期
間に, 調査研究協⼒の得られた 6 つの診療
所（内科・⼩児科, ⼩児科, ⽿⿐咽喉科, 各
2 施設）を受診した患者のレセプトチェッ
ク⽤ UKE ファイルのデータを抽出し, 「抗
微⽣物薬適正使⽤の⼿引き」に掲げられて
いる気道感染症と下痢症の傷病名を対象と
して抗菌薬使⽤状況を分析した.  

（倫理⾯への配慮）本研究については国
⽴国際医療研究センターの倫理委員会にて
承認を得た (NCGM-G-004150-00).  
2）【急性感染性下痢症の⽇本の疫学と抗菌
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薬使⽤量の調査研究】 
2013-2018 年の JMDC のデータを使⽤し, 

急性感染性下痢症で受診した 0-65 歳の外
来患者における受診や抗菌薬使⽤状況を
調査した. 30 ⽇以内の受診は再診と考え, 
除外した. JMDC 登録者数に対する対象受
診件数を受診率として評価した. 抗菌薬
の使⽤状況については⺟集団をさらに絞
り込み, 傷病名が下痢症のみである受診
に限定し, 複数病名のある患者を除外し
た. 対象の受診件数に対する抗菌薬処⽅
のあった受診件数を抗菌薬処⽅率として
分析した. （倫理⾯への配慮）本研究につ
いては国⽴国際医療研究センターの倫理
委 員 会 に て 承 認 を 得 た  (NCGM-G-
002505-00).  

3) 【J-SIPHE 利⽤施設を対象としたアンケ
ート調査】 

J-SIPHE 参加施設(2021/12/13 時点:815
施設)に, 無記名の Web 調査を実施した(期
間:2021/12/13-2022/1/14). なお, J-SIPHE
に AMU 情報未登録施設, 参加前に AMU
を集計していない施設は解析対象から除外
した. 調査項⽬は, 施設属性, J-SIPHE 利⽤
前後の AMU 集計に関わる時間数・⼈員数
を設けた. 

（倫理⾯への配慮）本研究については, 
集計結果の診であり倫理申請は不要である.  
4)【⻭科外来における抗菌薬処⽅の実態を明
らかにするアンケート調査】 

2019 年 12 ⽉時点の厚⽣局の⻭科医療施
設リストから都道府県ごとの⻭科診療施設
数ごとに重み付けを⾏い, 無作為に 1700 施
設へアンケート配布を⾏った. 回答期間は
2020 年 7 ⽉ 13 ⽇〜9 ⽉ 11 ⽇までの 2 ヶ⽉
間とした. アンケート項⽬は⻭科医師の背

景, 院内採⽤抗菌薬の有無, 選択する抗菌
薬, 処置時の抗菌薬処⽅に関する事項とし
た. 

（倫理⾯への配慮）本研究については国
⽴国際医療研究センターの倫理委員会にて
承認を得た (NCGM-G-003345-00).  

また, ⽇本⻭科医師会会員への協⼒依頼
の送付は, ⽇本⻭科医師会理事会の承認を
得た. 
 
Ｃ. 研究結果 
1)【診療所レベルでの抗菌薬適正使⽤フィ
ードバックシステム構築に向けての調査研
究】 

各施設の受診状況を表 1 に⽰す. 総受診
件数は, 年間 5500〜16700 件であり, 施設
によりさまざまであった. それぞれの施設
における総受診件数に対する急性気道感染
症の傷病名件数の割合は, 22.6〜62.3％と
幅があった. また, 急性気道感染症で処⽅
があった件数のうち抗菌薬が処⽅されてい
た割合は, 内科・⼩児科が 23.1％と 25.3％, 
⼩児科が 14.4％と 5.8％, ⽿⿐咽喉科が
21.5％と 45 2％だった. ⼀⽅, 急性下痢症
については, 急性気道感染症に⽐べ受診件
数が少なく, 各施設 1000 件未満（0.31％〜
11.9％）であり, 抗菌薬の処⽅割合は, 内
科・⼩児科が 3.56％と 3.28％, ⼩児科が
0.86％と 1.71％, ⽿⿐咽喉科が 93.8％と
38.8％だった.  
2）【急性感染性下痢症の⽇本の疫学と抗菌
薬使⽤量の調査研究】 

受診率は, ⼩児が成⼈より⾼く, 初夏と
冬季にピークがあり, 成⼈は⼩児に遅れて
ピークがあった (図 1）. ⼩児は男児が⼥児
に⽐べ受診率が⾼く, 成⼈は⼥性が男性に
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⽐べ受診率が⾼かった. 処⽅された抗菌薬
は⼩児ではホスホマイシンが最も多く, 約
半数を占めていた. 成⼈ではキノロンの処
⽅が最多で, 続いてホスホマイシンの処⽅
が多かった. 抗菌薬処⽅率は, ⾮細菌性下
痢症に限ると, ⼩児では20-40％, 成⼈では
30-50%であった. 成⼈男性への処⽅率が
最も⾼く, ⼩児は男⼥で差はなかった. 解
析期間の 6 年間で抗菌薬処⽅率は 2016 年
をピークに減少傾向となっていた（図 2）. 
3) 【J-SIPHE 利⽤施設を対象としたアンケ
ート調査】 

アンケート回収率は 45.0％(367/815)で
あり, そのうち除外条件以外の 247 施設を
調査対象とした. 感染防⽌対策加算の算定
は, 加算 1 が 210 施設, 加算 2 が 35 施設, 
加算なしが 2 施設であった. J-SIPHE 参加
後, 64.4% (159/247) で AMU 集計時間が
減少し, そのうち⼈員減少は 35 施設であっ
た. AMU 集計時間が減少した 159 施設のう
ち, ⽉の延べ作業時間が“30 分未満” と回
答した施設は J-SIPHE 参加前後で 5 施設か
ら 72 施設になった（図 3）. 
4)【⻭科外来における抗菌薬処⽅の実態を明
らかにするアンケート調査】 

有効回答数は 342 施設であった. 回答の
あった⻭科医師の背景は, 男性 88%, 年齢
中央値 57 歳, キャリア年数中央値 32 年で
あった. AMR という⾔葉は回答者の 94％が
知っていたが, AMR 対策アクションプラン
について知っているのは回答者の 21％であ
った. また, 感染性⼼内膜炎 (IE) につい
ては回答者の 73％が意識していると回答し
ていたが, ガイドラインに従っていると回
答したのは 36％であった(表 2). 抗菌薬を
院内採⽤していると回答のあった 304 施設

のうち, 抗菌薬の系統別採⽤数は, 1 剤が
11%, 2 剤が 28％, 3 剤が 28％, 4 剤が 22％, 
5 剤以上が 12%であった. 第 3 世代セファ
ロスポリンが 76％と最も多く採⽤されてい
た. 系統別の採⽤抗菌薬の組み合わせはセ
ファロスポリン系とマクロライド系の組み
合わせが最も多かった. さらに, 予防⽬的
の処⽅として第⼀選択とする抗菌薬は, 第
3 世代セファロスポリンが 50.8％と最も多
かった. ⻭科処置時の抗菌薬投与タイミン
グについての回答は, 処置に関わらず, 処
置後が 76.5％と多かった. ペニシリンを第
⼀選択薬とする背景について多変量解析を
⾏なったところ, 勤務⻭科医師数に差が⾒
られた(表 3 ). 
 
Ｄ. 考察 
1)【診療所レベルでの抗菌薬適正使⽤フィ
ードバックシステム構築に向けての調査研
究】 

同じ診療科間でも診療施設によって抗菌
薬の処⽅割合に差がみられ, 診療科ごとに
もサーベイランスを⾏う重要性が⽰唆され
た. データ抽出や管理, 解析, フィードバ
ックに⾄るシステムの利⽤は実現可能と考
えられた. フィードバックを⾏った施設か
らは, これまでに⾃施設の抗菌薬処⽅状況
を振り返る⼿段や機会がなかったため, 本
調査研究でのフィードバックレポートが有
⽤な⼿段・機会となるという意⾒があり, 
診療所で抗菌薬処⽅状況の視覚化が抗菌薬
適正使⽤につながると考えられた. 
2）【急性感染性下痢症の⽇本の疫学と抗菌
薬使⽤量の調査研究】 

⽇本の急性感染性下痢症の受診傾向と抗
菌薬処⽅状況を明らかにした. 抗菌薬の不
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適正使⽤を削減するためには, 成⼈男性へ
の抗菌薬処⽅削減と, ホスホマイシンの適
正使⽤が重要と考えられた.  
3) 【J-SIPHE 利⽤施設を対象としたアンケ
ート調査】 

対象施設の約 64％が J-SIPHE に参加後, 
AMU 集計の負担軽減があった. 負担軽減
にならなかった施設については AMU 集計
に利⽤する医事ファイルの特性も考慮され, 
活⽤⽅法については継続的な⽀援が必要と
考えられた. 集計システムを提供すること
で本来の薬剤耐性対策に注⼒していけるよ
う引き続きサポートしたい. 
4)【⻭科外来における抗菌薬処⽅の実態を明
らかにするアンケート調査】 

AMR という⾔葉について聞いたことが
あるという回答が 94%を占めたが, AMR
対策アクションプランの認知度は低かっ
た. IE については 7 割が意識しているにも
かかわらず, ガイドラインに従っていな
いこと, 第⼀選択薬がガイドライン上で
推奨されているペニシリン系やマクロラ
イド系ではなく, セファロスポリン系抗
菌薬が最多であったこと, 処置時の予防
抗菌薬投与は, 本来⾏うべき処置直前で
はなく処置後が多いことなど, 抗菌薬適
正使⽤上の課題とすべき点が明らかにな
った. また第⼀選択となる抗菌薬につい
て勤務⻭科医師数が要因と⽰唆されたも
のの, 今後さらなる検討が必要である. 

 
Ｅ. 結論 

本研究により, 抗菌薬適正使⽤⽀援とし
て取り組むべき対象や課題がより明らかと
なった. 今後も引き続き研究を継続し, 実
際の介⼊や⽀援につなげていく必要がある.  
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図 1. 急性感染性下痢症での年齢区分別性別受診率の⽉推移 

 
図２. 急性感染性下痢症に対する年齢２区分別性別抗菌薬処⽅率の
⽉推移 

 

図３. J-SIPHE 利⽤前後における AMU 集計の⽉の延べ作業時間⽐較 
（対象：J-SIPHE 利⽤後に AMU 集計時間が削減された 159 施設） 
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表 1. 各施設の 1 年間における, 男⼥別の総受診総数と平均年齢・年齢中央値, および急性気道感染症と急性下痢症の受診件数・処⽅件数 
  内科 A 内科 B ⼩児科 A ⼩児科 B ⽿⿐咽喉科 A ⽿⿐咽喉科 B 
  男 ⼥ 男 ⼥ 男 ⼥ 男 ⼥ 男 ⼥ 男 ⼥ 
総受診件数(件) 4919 5614 5878 10808 7277 5713 2811 2696 2545 3150 6965 8835 
平均年齢（歳） 15.9 28.2 52.3 69.7 5.8 6.0 4.0 4.2 39.0 42.7 32.7 36.2 
年齢中央値（歳） 5.0 9.0 60.0 83.0 4.0 4.0 3.0 3.0 39.0 43.5 32.0 35.0 
急性気道感染症傷病名件数(件) 2661 2666 1691 2076 2527 2062 984 966 1588 1960 3569 4910 
 全処⽅件数(件) 951 1260 1593 1970 2069 1747 927 931 1419 1724 3542 4874 
 抗菌薬処⽅件数(件) 219 291 390 513 304 245 62 46 360 316 1627 2174 
急性下痢症傷病名件数(件) 474 428 223 252 610 411 239 176 354 324 28 21 
 全処⽅件数(件) 190 203 214 244 556 369 235 175 354 324 28 21 
 抗菌薬処⽅件数(件) 8 6 10 5 5 3 5 2 334 302 8 11 
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表 2. AMR と感染性⼼内膜炎(IE)についての知識と取り組み 
AMR の知識   Number of valid answers 
    ”AMR" という⾔葉を知っている("はい" (%))  321 (94) 342 
    AMR 対策アクションプランを知っている ("はい" (%))  71 (21) 341 
AMR への取り組み    

    AMR 対策の取り組みを⾏なっている (%) 270 (79) 340 
          服薬指導 (%) 192 (71) 340 
          ガイドラインに従った処⽅を⾏う (%) 117 (43) 340 
          処⽅⽇数の短期化 (%) 84 (31) 340 
          ガイドラインの推奨に従った抗菌薬へ変更 (%) 10 (4) 340 
          その他 (%) 6 (2) 340 
IE についての意識    

    IE について考慮して診療している("はい" (%))  247 (73) 339 
    IE ガイドラインの使⽤     

          国内/国外のガイドラインを知らない (%) 198 (59) 333 
          国内/国外のガイドラインを参考にしている (%) 121 (36) 333 
          国内/国外のガイドラインを知っているが、参考にしていない (%) 12 (4) 333 
          その他の資料を参考にしている(%) 2 (1) 333 
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表 3. ペニシリンを第⼀選択薬とする⻭科医師背景についての多変量解析 

変数 
ペニシリン 

(n=103) 
その他の抗菌薬 

(n=239) 
調整後オッズ⽐(95% CI) 調整後 P 値 

卒後年数 (中央値 [四分位範囲]) 30 [19.5-37] 33 [24-41] 0.97 (0.95-1.00) 0.047 
男性 90(89) 208(87) 0.72 (0.27-1.90) 0.513 
勤務⻭科医師数⼆⼈以上 39(38) 38(16) 0.48 (0.24-0.92) 0.003 

AMR 対策を実施している 85(83) 45(19) 1.10 (0.48-1.49) 0.817 

IE ガイドラインに従っている 43(42) 78(33) 0.76(0.49-2.67) 0.424 
半年間に 1 回以上勉強会に参加している 86(83) 177(74) 1.14(0.49-2.67) 0.761 
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(新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業) 指定研究 

「薬剤耐性(AMR)アクションプランの実行に関する研究」 

分担研究報告書 

 

COVID-19 の医療へのインパクトの評価及び広域抗菌薬の適正使用評価指標の開発 

 

研究分担者： 

今中 雄一 (京都大学大学院医学研究科医療経済学分野 教授) 

研究協力者： 

國澤 進 （京都大学大学院医学研究科医療経済学分野 准教授） 

佐々木典子 （京都大学大学院医学研究科医療経済学分野 特定准教授） 

愼 重虎  （京都大学大学院医学研究科医療経済学分野 特定講師） 

Abbas Khatoun （京都大学大学院医学研究科医療経済学分野） 

長野 広之 （京都大学大学院医学研究科医療経済学分野） 

 

要旨 

１）【COVID-19 の医療への臨床面･経済面インパクト評価】 

 多施設 DPC データを用いて COVID-19 の医療への影響を多角的に分析した。COVID-19 まん延が長

引いており、その中期的な影響はまん延の初期とは異なっていた。まん延の初期から予定手術などは大

きく減少したが、緊急手術の減少は大きくなかった。特に、PCI（経皮的冠動脈インターベーション）におい

ては予定 PCI の減少傾向は COVID-19 流行開始から約 1 年間続いていた。 

２）【広域抗菌薬の適正使用評価指標の開発】 

 広域抗菌薬の適正使用評価指標の開発のため、多施設 DPC データを用いて患者レベルのリスク因子

を調整し、広域抗菌薬使用有無を予測するモデルを作成した。病院間の差を反映するため、マルチレベ

ルモデルを活用し、マルチレベルモデルから予測された広域抗菌薬の使用確率の病院別の合計を分

母、個人レベルの変数のみを用いたシングルレベルモデルから予測された使用確率の病院別の合計を

分子とし、病院ごとの O/E 比を算出した。O/E 比は病院によって 2.58 (95% CI: 2.44-2.73)から 0.14 (95% 

CI: 0.10-0.21)までばらついており、本研究の手法により算出した O/E 比は広域抗菌薬の適正使用評価

指標としての活用可能性が示唆された。 

３）【2019 年のセファゾリン供給不足の病院への影響の評価】 

 多施設 DPC データを用い、2019 年のセファゾリン供給低下期に実際に使用量の減少があった病院と

使用量が維持された病院における違いについて controlled interrupted time series（CITS）分析を行った。

その結果、入院症例におけるセファゾリン days of treatment（DOT）は供給低下期間に統計的に有意に減

少した (-35.3%, 95%CI: -44.4 to -24.8、図８)。一方で、内服、注射薬の使用割合に大きな変化はなかっ

た。また、第 2 世代セファロスポリン注射薬の DOT(20.3%, 95%CI: 13.0 to 28.2、図９)、第 3,4 世代セファ

ロスポリン注射薬の DOT（4.1%, 95%CI: 3.2 to 4.9、図１０)については、統計的に有意な増加を認めた。β

ラクタマーゼ阻害薬を含むペニシリン系注射薬、クリンダマイシン注射薬、カルバペネム注射薬、キノロン
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注射薬、バンコマイシン注射薬はいずれも統計的に有意な変化を認めなかった。 

４）【在宅診療における抗菌薬使用の実態】 

 某県の国民健康保険・後期高齢者医療制度レセプトデータを用いて在宅医療と在宅医療以外における

抗菌薬の実態を比較した。2018～2019 年度のデータを分析した結果、在宅医療では在宅医療以外より、

注射は第 3 世代セファロスポリン、内服はキノロンの使用が多い傾向があった。在宅医療では投与回数の

少ない広域抗菌薬が使われやすく、これらの抗菌薬が頻用されていることが示唆された。 

５）【国際的な専門家チームによる抗菌薬使用の 適化研究の優先事項の提案】 

 薬剤耐性の広がりは 2021 年 G７の焦点であり、今後、「新薬の開発」とともに、「既存薬の効果の維持・

大化」が必要である。本研究は、抗菌薬使用の 適化のため、国際的な専門家チームによるエビデン

スのレビューを通じ、今後の研究の優先順位として政策と戦略計画、薬剤管理と処方システム、処方を

適化する技術、コンテキスト・文化・行動の四領域が同定された。 

 

Ａ．目的 

１）【COVID-19 の医療への臨床面･経済面インパク

ト評価】 

COVID-19 の蔓延が長期化しており、その医療

に及ぼす短期間・中期間の影響を評価するため、

他施設 DPC データベースのデータを用い、受診患

者数（入院および外来）の増減、重症度の分布の

変化、医療費の変化など病院医療に及ぼす影響を

各側面から定量化する。 

 

２）【広域抗菌薬の適正使用評価指標の開発】 

COVID-19 の蔓延が医療に及ぼす影響を評価

するため、病院受診患者数の増減、重症度の分布

の変化、医療費の変化など病院医療に及ぼす影

響を各側面から定量化する。 

 

３）【2019 年のセファゾリン供給不足の病院への影

響の評価】 

セファゾリンは感染症治療や周術期予防抗菌

薬に使用されている。本研究では 2019 年に日本

で生じたセファゾリン供給低下が入院症例の抗

菌薬使用に与えた影響について調査した。 

 

４）【在宅診療における抗菌薬使用の実態】 

 在宅医療の現場では頻回に訪問できない事情や

患者のコンプライアンスなどから投与回数の少ない

広域抗菌薬が使われやすい。一方で培養検査な

どが行われていない可能性がある。そこで、本研究

は今後ニーズが増えることが予想される在宅医療

での抗菌薬使用の実態を調べることを目的とする。 

 

５）【国際的な専門家チームによる抗菌薬使用の

適化研究の優先事項の提案】 

薬剤耐性の広がりは 2021 年 G７の焦点であり、

今後、「新薬の開発」とともに、「既存薬の効果の維

持・ 大化」が必要である。本研究は、抗菌薬使用

の 適化のため、国際的な専門家チームによるエ

ビデンスのレビューを通じ、今後の研究の優先順位

を提案することを目的とする。 

 

Ｂ．対象・方法 

１）【COVID-19 の医療への臨床面･経済面インパク

ト評価】 

 京都大学大学院医学研究科医学経済学分野の

Quality Indicator/Improvement Project(QIP)に参加

している病院の DPC データを用いて、COVID-19

まん延の初期、COVID-19 の予定手術の症例数、

急性冠症候群、心不全、脳梗塞、小児感染症、市

中肺炎、小児ぜん息入院、アルコール性肝疾患・

膵炎、への影響を分析した。また、COVID-19 のま

ん延が経皮的冠動脈インターベンション（PCI）に及

ぼす中期的な影響について分析した。さらに、日本
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の COVID-19 対策と韓国、台湾の対策の比較を行

った。 

 

２）【広域抗菌薬の適正使用評価指標の開発】 

 厚生労働省研究班の DPC データベースより、肺

炎で入院した症例を抽出し、個人レベルのリスク因

子を説明変数、入院中の広域抗菌薬の使用を目

的変数とする予測するモデルを開発した。モデル

は病院間の差を考慮し、マルチレベルモデルを用

いた。開発したモデルの予測結果から、病院単位

の広域抗菌薬の使用割合（個人レベルのリスクの

みを含むシングルレベルモデルにより予測された

広域抗菌薬使用確率の合計）と、予測された使用

割合（マルチレベルモデルにより予測された広域抗

菌薬使用確率の合計）の比（O/E 比）を算出した。 

 

３）【2019 年のセファゾリン供給不足の病院への影

響の評価】 

2016 年 4 月から 2020 年 12 月に退院した入院

症例の DPC データを解析した。セファゾリン供給低

下期間は 2019 年 3 月から 11 月とし、2019 年 3 月

から 11 月のセファゾリン DOT（days of therapy）が

2018 年 3 月から 11 月より低下している病院をセフ

ァゾリン供給低下あり病院と定義した。セファゾリン

供給低下あり病院となし病院で月単位の各抗菌薬

DOT を controlled interrupted time series（CITS）分

析を用いて解析した。 

 

４）【在宅診療における抗菌薬使用の実態】 

 某県の 2018～2019 年度の国民健康保険・後期

高齢者医療制度レセプトデータを用い、抗菌薬処

方回数を内服/静注、在宅/それ以外に分けて集

計した。 

 

５）【国際的な専門家チームによる抗菌薬使用の

適化研究の優先事項の提案】 

 G7 参加国のメンバーで構成された専門家チーム

により 1995 年からの文献のレビュー、重要な分野

の同定を行い、15 か国の 32 ステークホルダーの意

見を聴取した。その結果を専門家チームが議論、

検証した。 

（倫理面への配慮） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針を遵守し、京都大学大学院医学研究科・

医学部及び医学部付属病院 医の倫理員会にて

計画の審査を受け承認を得て行った（受付番号：

R0135[研究１）から３）]、R2215[研究４）]）。 

 

Ｃ．結果 

１）【COVID-19 の医療への臨床面･経済面インパク

ト評価】 

 QIP データベースから抽出した DPC データの分

析から、COVID-19 まん延前と比べ、予定手術、急

性冠症候群、小児感染症、市中肺炎、小児ぜん息

の入院症例の減少が示された。一方で、アルコー

ル関連肝疾患・膵炎は増加した。待機手術は、特

に耳鼻科と眼科領域における減少が大きく、入院

症例が 2020 年 5 月は前年と比べ、耳鼻科は 7 割、

眼科は 5 割減っていた（図 1）。急性冠症候群（急

性心筋梗塞+不安定狭心症）、心不全、脳梗塞、市

中肺炎、小児ぜん息発作による入院数も 初の緊

急事態宣言が発出された 2020 年 4 月以降、統計

的に有意に減少していた。市中肺炎の場合、重症

例と比べ、計症例の減少が大きい傾向が示された

（図 2）。しかし、アルコール関連肝疾患・膵炎の

1,000 入院あたりの入院率が COVID-19 まん延前

と比べ、1.2 倍増加していた（図 3）。小児感染性疾

患は、一斉休校後（2020 年 3～6 月）に大幅に減少

しており、特に気道感染症と消化管感染症におい

て顕著であった（図 4）。 

 COVID-19 流行が PCI（経皮的冠動脈インターベ

ーション）実施に与えた中期的な影響を調べた分

析では、 初の流行においてはその後の流行に比

較し、PCI 症例数は大きく減少し、予定 PCI は緊急

PCIに比較し減少は大きかった。減少は、流行開始

後約１年にわたって続いた。一方で、緊急 PCI の院
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内死亡割合は、流行開始において、有意な変化は

見られなかった（図 5）。 

 COVID-19 パンデミックが急性期病院に入院して

いる認知機能障害のある高齢者への身体拘束に

与えた影響についての分析では、COVID-19 患者

の受け入れがあった病院で身体拘束の増加を認め

た（図 6）。 

 日本・韓国・台湾の 3 か国比較に適すると思われ

る指標を選択、改変・追加し、各国の公的資料を用

いて COVID-19 対策を評価した（表 1）。日本の

COVID-19 対策は、入国制限、感染者の追跡が台

湾、韓国と比べ、実施開始も、普及も遅く、COVID-

19 蔓延の初期の日本の対応は「3 密を避ける」こと

を促し、国民の自発的な協力に大きく頼っていた。 

 

２）【広域抗菌薬の適正使用評価指標の開発】 

 解析対象症例は 1273 病院からの 348,987 例であ

った。算出された O/E 比は病院によって 2.58 (95% 

CI: 2.44-2.73)から 0.14 (95% CI: 0.10-0.21)までば

らついていた（図７）。 

 

３）【2019 年のセファゾリン供給不足の病院への影

響の評価】 

 441 病院、15,730,047 入院症例が研究に含まれ、

セファゾリン供給低下あり病院が 332 病院、なし病

院が 109 病院だった。CITS 分析の結果、セファゾリ

ン DOT は供給低下期間に統計的に有意に減少し

た (-35.3%, 95%CI: -44.4 to -24.8、図８)。一方で、

内服、注射薬の使用割合に大きな変化はなかった。

ま た 、 第 2 世 代 セ フ ァ ロ ス ポ リ ン 注 射 薬 の

DOT(20.3%, 95%CI: 13.0 to 28.2、図９)、第 3,4 世

代セファロスポリン注射薬の DOT（4.1%, 95%CI: 3.2 

to 4.9、図１０)については、統計的に有意な増加を

認めた。βラクタマーゼ阻害薬を含むペニシリン系

注射薬、クリンダマイシン注射薬、カルバペネム注

射薬、キノロン注射薬、バンコマイシン注射薬はい

ずれも統計的に有意な変化を認めなかった。 

 

４）【在宅診療における抗菌薬使用の実態】 

 2018～2019 年度のデータを分析した結果、在宅

医療では在宅医療以外より、第 3 世代セファロスポ

リン（注射、図１１）、キノロン（内服、図１２）の使用が

多い傾向があった。 

 

５）【国際的な専門家チームによる抗菌薬使用の

適化研究の優先事項の提案】 

抗菌薬使用の 適化のための研究優先順位の

高い領域として、政策と戦略計画、薬剤管理と処方

システム、処方を 適化する技術、コンテキスト・文

化・行動の四領域が同定された。 

Ｄ．考察 

１）【COVID-19 の医療への臨床面･経済面インパク

ト評価】 

 本研究では、他施設の DPC データを用い、

COVID-19 前後の症例数などを比較し、COVID-

19 まん延の急性期医療への影響を分析した。その

結果、多くの急性期疾患による入院症例と待機手

術症例が COVID-19 感染拡大による 初の緊急

事態宣言が発出された 2020 年 4～5 月で大きく減

少していた。待機手術は、日本の各外科学会が表

明した手術トリアージにおける優先度の低い手術で

減少が認められた。 

一方で、アルコール関連肝疾患・膵炎は同期間に

例年より増加しており、COVID-19 による自粛期間

中の飲酒についてはよく注意する必要があることが

示唆された。 

また、COVID-19 の PCI 実施への影響は、COVID-

19 感染拡大の第 1 波の時期と第 3 波の時期で異

なり、COVID-19 陽性患者数がより多かった第 3 波

の時期の PCI 症例数減少への影響が第 1 波の時

期より強くなかった。この結果から、COVID-19 まん

延の長期化に従い、その医療への影響も変化する

ことが示された。 

 

２）【広域抗菌薬の適正使用評価指標の開発】 

 患者レベルのリスク因子を用いた予測モデルから
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算出した O/E 比は病院によって大きくばらついて

おり、他国の先行研究と一致した。Bootstrapping に

より算出した O/E 比の信頼区間が 1 を超える病院

の存在は、必要以上の広域抗菌薬の使用を示唆

する可能性がある。しかし、本研究では病院をラン

ダム切片としたマルチレベルモデルを予測モデル

として用いており、病院による差をランダム効果と仮

定している。病院による差の要因をより明確に説明

するためには、病院レベルの因子についても測定

し、分析する必要がある。 

 

３）【2019 年のセファゾリン供給不足の病院への影

響の評価】 

 セファゾリン供給低下期間中に、供給低下の影響

があった病院では影響がなかった病院と比較して、

セファゾリンの DOT が有意に低下し、第 2,3,4 セフ

ァロスポリン注射薬の DOT が有意に増加した。セフ

ァゾリンの代替薬として政府からはセフォチアム、セ

フォタキシム、セフトリアキソン、アンピシリンスルバ

クタムなどが推奨されていた。今回の結果はその中

でも第 2,3,4世代セファロスポリン注射薬が多く使わ

れていたことが示された。セファゾリンが第 2,3,4 世

代セファロスポリン注射薬で代替されたことは

AWaRe 分類における“Access”に当たるものが

“Watch”に当たるものに変わったことを意味し、抗

菌薬適正使用に反する状況である。日本は抗菌薬

資源を海外に頼っており、今後同じような供給低下

を防ぐために複数の抗菌薬資源を確保うるや抗菌

剤資源の国産化が望まれる。 

 

４）【在宅診療における抗菌薬使用の実態】 

 在宅医療ではキノロン系の内服抗菌薬、第 3

世代セフェム系の静注抗菌薬の占める割合が高

かった。在宅医療では投与回数の少ない広域抗

菌薬が使われやすく、これらの抗菌薬が頻用さ

れていると考えられる。今後、在宅医療におけ

る抗菌薬の処方日数、対象病名、培養検査の有

無、静注から内服へのスイッチ、年次推移など

を検討する必要がある。 

 

５）【国際的な専門家チームによる抗菌薬使用の

適化研究の優先事項の提案】 

 国際的な専門家チームにより、４つの薬剤耐性

に関する優先的な研究領域が同定された。これ

らの研究領域と共に、国民に対する情報の提供

とコミュニケーション、研究に必要なデータの

収集や国家間の共有も必要である。さらに、今

後、COVID-19 のまん延による研究優先順位の

変化、国際交流の減少なども考慮する必要があ

る。 

 

Ｅ．結論 

多施設の DPC データを用い、COVID-19 の病院

医療への影響の分析、病院レベルの AMR リスクの

評価指標の開発、セファゾリン供給低下の影響の

分析を行った。さらに、自治体の国民健康保険・後

期高齢者医療制度レセプトデータを用いて在宅医

療における抗菌薬使用の現状について分析を行っ

た。COVID-19 のまん延の長期化に従い、AMR 対

策の推進にも影響があると考えられ、その実態のモ

ニタリング、タイムリーな分析に DPC データ、レセプ

トデータなどの医療管理データの活用が期待され

る。 

 

Ｆ．健康危険情報 

特になし 

 

Ｇ．研究発表 

1．論文発表： 

 Morishita T, Takada D, Shin J, Higuchi T, 

Kunisawa S, Fushimi K, Imanaka Y. Effects of 

the COVID-19 Pandemic on Heart Failure 

Hospitalizations in Japan: Volume, Process, 
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図 1. 2019 年 10 月～2020 年 9 月の待機手術症例数の前年同月比 
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図 2. 市中肺炎の重症度別の入院症例数の前年同月比 
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図 3. アルコール関連肝疾患または膵炎による 1,000 入院あたりの入院率（2018/07 – 2020/06） 

図 4. 小児感染症入院件数の分割時系列分析結果（2018/07 – 2020/06） 
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図 5. 予定・緊急 PCI 症例数の推移（2020 年 1 月～2021 年 2 月） 

a. 予定 PCI の症例数の推移 

b. 緊急 PCI の症例数の推移 
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表 1. 台湾、韓国、日本の COVID-19 対策の比較 

  台湾 韓国 日本 

領域 1: 国レベルの計画・実行とコミュニケーション 

  パンデミックへの備え 〇 〇 ー 

意思決定への科学者意見の反映 〇 ー ー 

  リスクコミュニケーション・情報発信のガバナンス 〇 〇 ー 

領域 2: 感染予防・制御 

タイムリーな入国制限 〇 ー ー 

  対策の強制力 〇 〇 ー 

  病床・病棟の整備 ー ー ー 

領域 3: 検査・サーベイランスと追跡 

  検査の展開 ー 〇 ー 

接触歴追跡（ICT 活用） 〇 〇 ー 

領域 4: ワクチンモニタリング 

ワクチンの確保と円滑な展開 ー ー ー 

領域 5: 個人の態度・行動 

  マスク着用、外出自粛などの遵守 〇 〇 〇 

 

 

図 6. 認知症ケア加算のついた高齢者 1,000 入院当たり身体拘束を受けた入数（2019 年 1 月 6 日～

2020 年 7 月 4 日） 
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図 7. 病院別の肺炎症例における広域抗菌薬の実際の使用割合と予測使用割合の比（O/E 比） 

赤：信頼区間が 1 を超える病院. 緑：信頼区間が１未満の病院. 
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図 8. セファゾリンの days of therapy（DOT）の変化 

1st level change（セファゾリン供給低下の始まり）: -35.3% (95%CI: -44.4 to -24.8) 

2nd level change（セファゾリン供給低下の終わり）: +84.9% (95%CI: 51.7 to 125.4) 

点：実測値、線：分割時系列モデルによる予測値 
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図 9. 第 2 世代セファロスポリン注射薬の days of therapy（DOT）の変化 

1st level change（セファゾリン供給低下の始まり）: +20.3% (95%CI: 13.0 to 28.2) 

2nd level change（セファゾリン供給低下の終わり）: -12.5% (95%CI: (-19.2 to -5.2) 

点：実測値、線：分割時系列モデルによる予測値 

図 10. 第 3, 4 世代セファロスポリン注射薬の days of therapy（DOT）の変化 

1st level change（セファゾリン供給低下の始まり）: +4.1% (95%CI: 3.2 to 4.9) 

2nd level change（セファゾリン供給低下の終わり）: -8.1% (95%CI: -16.5 to 1.3) 

点：実測値、線：分割時系列モデルによる予測値 
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AMR 対策の教育啓発に関する研究 

 
研究代表者  
⼤曲貴夫（国⽴国際医療研究センター・国際感染症センター・センター⻑） 
  
研究協⼒者 
具芳明（東京医科⻭科⼤学⼤学院医⻭学総合研究科 統合臨床感染症学分野 教授） 
藤友結実⼦（国⽴国際医療研究センター病院 AMR リファレンスセンター 情報教育⽀援室
室⻑） 

 
要旨 
 2016 年に策定された薬剤耐性（AMR）対策アクションプラン（以下「アクションプラン」）の
⽬標の 1 つである「国⺠の薬剤耐性に関する知識や理解を深め」「専⾨職等への教育・研修を推
進する」ことが挙げられている。⼀般国⺠の意識調査はこれまでも⾏われているが、さらにそれ
ぞれの背景による差異を検討するため、また医師以外の医療従事者の知識や理解を探るため、以
下の研究を⾏った。 
1. 抗菌薬に関する意識の差に関するアンケート調査 
2. 看護師の薬剤耐性・抗菌薬適正使⽤に関する意識についてのアンケート調査 
3. 地域での取り組み事例の情報収集と提⽰ 

 
レセプト情報・特定健診等情報データベース（NDB）に基づいたサーベイランスでは、特に

20-39 歳の⼥性の抗菌薬使⽤量が男性よりも多い。この理由について、抗菌薬の捉え⽅や受療⾏
動に関するインターネットによるアンケート調査を⾏った。この 1 年間に病院やクリニック（⻭
科を含む）の受診回数は⼥性の⽅が多かった。受診時に抗菌薬を処⽅されたと回答したのは、男
⼥で差がなかった。このことから１回あたりの受診で抗菌薬を処⽅される割合に男⼥差はなく、
受診回数の違いが抗菌薬の使⽤量の男⼥差の原因と考えられた。 

これまで医師を対象とした AMR 対策や抗菌薬の適正使⽤に関する意識調査や教育啓発活動
は⾏われてきたが、その他の医療職についてはほとんど⾏われてこなかった。そのため、今回、
患者と接する機会の多い看護師（准看護師を含む）の知識・理解の現状を把握し、今後の教育啓
発活動の参考とするため、看護師を対象に、薬剤耐性・抗菌薬適正使⽤に関する意識についての
アンケート調査を実施、現在引き続き回収中である。 

地域で AMR 対策に取り組む事例を 2021 年度は４事例「事例紹介シリーズ」として啓発ウェ
ブサイトに掲載した。ページビュー数は 2017 年度から徐々に増加し、約 23,000 件を超えてい
る。 
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 ⽇本の薬剤耐性対策の取り組みは始まって数年であるが、その成果が現れるには数年かかる
と⾒込まれる。2018 年から開始した⼀般市⺠の AMR に関する 4 回の意識調査（2017 年は柳原
班で実施）、診療所に勤務する医師の抗菌薬適正使⽤に関与する因⼦の検討については継続して
分析し、今後は医療従事者、⼀般市⺠それぞれ対象別のアプローチを検討し、意識や⾏動変容を
促していく必要がある。 

 
A) ⽬的 
1.  抗菌薬に関する意識の差に関するア
ンケート調査 
 薬剤耐性（AMR）は不適切な抗菌薬使⽤
が原因の 1 つと考えられている。レセプト
情報・特定健診等情報データベース（NDB）
に基づいたサーベイランスでは、どの年代
も男性よりも⼥性の⽅が抗菌薬の使⽤量
（DDD/1000 住⺠/⽇）が多く、特に 20-39
歳の⼥性の使⽤量が多かった。この理由を
探るため、抗菌薬の捉え⽅や受療⾏動に関
する調査を⾏った。 
 
2.  看護師の薬剤耐性・抗菌薬適正使⽤に
関する意識についてのアンケート調査 

これまで医師を対象とした AMR 対策や
抗菌薬の適正使⽤に関する意識調査や教育
啓発活動は⾏われてきたが、その他の医療
職についてはほとんど⾏われてこなかった。
看護師（准看護師を含む）は患者と接する機
会が多く、看護師の知識・理解はひいては患
者教育につながる。そこで、看護師の薬剤耐
性と抗菌薬の適正使⽤に関する知識・意識
や⾏動現状を把握し、ひいては看護師（准看
護師を含む）の今後の教育啓発活動の参考
とするため、アンケート調査を実施した。 
 
3. 地域での取り組み事例の情報収集と提
⽰ 

薬剤耐性への取り組みは、医療、介護、動物、
環境などの分野により異なり、また各地域
の特⾊により、地域連携の取り組みも様々
である。地域連携はアクションプランでも
重要な課題とされているが（戦略 3.1）、ど
のように取り組めばよいか⼿をこまねいて
いる関係者も多い。そこで各分野・各地域で
の AMR 対策推進の参考にするために、AMR 対
策に関連した地域連携や優良事例を積極的
に収集、公開して共有する試みを⾏う。 

 
B) 研究⽅法 
1.  抗菌薬に関する意識の差に関するア
ンケート調査  
 インテージリサーチ社に登録されている
モニターの中から 20-29 歳、30-39 歳男⼥
別に各 1,000 例、合計４,000 例を対象に、
「抗菌薬（抗⽣物質）についてのアンケー
ト（全 14 問）」をインターネットで調査を
2021 年 3 ⽉に実施、以降解析した。 
 
2.  看護師の薬剤耐性・抗菌薬適正使⽤に
関する意識についてのアンケート調査 

厚⽣局の公表している医科医療機関別コ
ード⼀覧(令和 2 年度)を利⽤し、300 床未
満、300 床から 499 床、500 床以上の 3 群
からそれぞれ無作為に抽出した病院に勤務
する看護師（准看護師を含む）を対象とし
た。各群 500 名の回収数を⽬標に、AMR や
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抗菌薬の適正使⽤に関する知識と意識につ
いてのアンケート調査を実施した。 
 
3. 地域での取り組み事例の情報収集と提
⽰ 

内閣官房の「AMR 対策普及啓発活動表彰」
で受賞した取り組みなど他の地域にも参考
になる地域連携の事例や、ヒト以外の分野
の AMR 対策事例、製薬業界の取り組みな
どの取材記事を作成した。取材に基づいて
作成した記事は、AMR 臨床リファレンスセ
ンターが運営する AMR 啓発ウェブサイト
に掲載した。 
 
C) 研究結果 
1.  抗菌薬に関する意識の差に関するア
ンケート調査  
 直近の 1 年間に病院やクリニック（⻭科
を含む）を６回以上受診したと回答したの
は、男性 22.6％、⼥性 36.1％であり⼥性の
⽅が多かった。受診時に抗菌薬を処⽅され
たと回答したのは、男性 38.6％、⼥性 38.4％
であった。抗菌薬を処⽅された理由がかぜ
と回答したのは男性 40.2％、⼥性 24.3％で
あった。病院やクリニックで抗菌薬の処⽅
を希望したことがあるのは男性 22.2％、⼥
性 18.3％であった。かぜをひいた時にすぐ
に受診するのは男性 11.6％、⼥性 8.4％、体
調が悪い時はがまんせずに薬を飲んだ⽅が
よいと思うのは男性 31.2％、⼥性 39.8％で
あった。 
 
2.  看護師の薬剤耐性・抗菌薬適正使⽤に
関する意識についてのアンケート調査 

合計 50 病院に送付したが、看護師からの
回答数が少なく、現在も回収中である。 

 
3. 地域での取り組み事例の情報収集と

提⽰ 
以下の４事例を「事例紹介シリーズ」とし

て啓発ウェブサイトに掲載した。 
1) 卒後初期の感染症診療・教育による抗

菌薬適正使⽤の実践・啓発の 10 年に及
ぶ取り組み―佐賀⼤学医学部附属病院
感染制御部の活動 
（2021 年 4 ⽉取材、2021 年 6 ⽉掲載） 

https://amr.ncgm.go.jp/case-study/011.html 
2) 感染制御ネットワークによる地域医療

圏の耐性菌を減らすための多⾯的アプ
ロ ー チ ー ⻘ 森 県 感 染 対 策 協 議 会
AICON （ Aomori Infection Control 
Network）の活動 
（2021 年７⽉取材、2021 年９⽉掲載） 

https://amr.ncgm.go.jp/case-study/012.html 
3) One Health の視点から獣医療におけ

る AMR 対策の普及啓発に取り組むー
動物⽤抗菌剤研究会の取組み 

（2021 年 9 ⽉取材、2021 年 12 ⽉掲載） 
https://amr.ncgm.go.jp/case-study/017.html 
4) Stop AMR〜今ある抗菌薬を⼤切に使

いながら、新しい薬を⽣み出すための
仕組みを作る〜―⽇本製薬⼯業協会の
取り組み（2021 年 12 ⽉取材、2022
年３⽉掲載）
https://amr.ncgm.go.jp/case-
study/014.html 

 
事例紹介シリーズの 2021 年 4 ⽉から 2022
年 3 ⽉までのページビューは 24,624 件であ
った。 
 
A) 考察 
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1.  抗菌薬に関する意識の差に関するア
ンケート調査 

調査結果では、１回あたりの受診で抗菌
薬を処⽅される割合に男⼥差はなく、受診
回数の違いが抗菌薬の使⽤量の男⼥差の原
因と考えられた。より効果的に抗菌薬適正
使⽤を進めるためには、感染症や抗菌薬の
捉え⽅、受療⾏動も考慮したメッセージを
検討する必要がある。 

 
2.  看護師の薬剤耐性・抗菌薬適正使⽤に
関する意識についてのアンケート調査 

看護師からの回答数が少なかったため、
現在も回収中である。看護師の薬剤耐性や
抗菌薬の適正使⽤の知識や意識の現状を解
析し、今後の教育啓発に必要なことを考察
する。 
  
3.  地域での取り組み事例の情報収集と
提⽰  

薬剤耐性は病院内のみならず施設や市中、
さらには動物や環境にまで広がっており、
専⾨性や医療機関の枠を超えた連携が重要
となる。しかし、具体的にどのような連携が
可能なのかがわかりにくく、取り組みにつ
ながっていない地域も散⾒される。また医
療機関の以外の分野での取組みについては
知る機会があまりないのが現状である。そ
こで先進的に地域連携に取り組んでいる事
例、他の地域でも⼗分参考になる事例、ヒト
以外の分野の取り組み例をウェブサイトで
紹介した。この事例紹介がどの程度地域連
携を推進したのかの評価は困難であるが、
ページビューからは⼀定の関⼼を得ている
ことは間違いなく、今後のさまざまな取り
組みにつながっていくことを期待したい。 

 

B) 結論 
AMR 対策アクションプランが策定され

６年が経過し、また Covid-19 流⾏は⼀般国
⺠の受療⾏動に少なからず影響したと思わ
れる。⽇本の抗菌薬の使⽤量は減少傾向に
あり、適正使⽤の意識は少しずつ広がって
いると考えられるが、これまでのアンケー
ト調査の結果ではあまり⼀般国⺠の意識に
変化はない。抗菌薬適正使⽤に関する普及
啓発活動の成果が現れるのにはまだ数年以
上かかると⾒込まれ、さらなる⼯夫が必要
と考えられる。 

これまで⼀般市⺠における薬剤耐性の知
識、意識や医師の意識調査を経年的に⾏っ
てきた。今回の研究では、⼀般国⺠の中でも
20−39 歳に対象を絞り、また医師以外の医
療従事者では看護師に焦点をあてた。それ
ぞれの対象の現状を深く分析し、それぞれ
に応じたメッセージを検討して啓発活動を
進めていくことが今後必要と考えられる。
薬剤耐性対策は、教育・啓発活動という点で
も中⻑期的な観点で取り組むことが重要で
ある。 
 
F．健康危険情報 
なし 
 
G．研究発表 
1)論⽂発表 
1. Yoshiaki Gu, Yumiko Fujitomo, Rie 
Takahashi, Norio Ohmagari：Japan's first 
online media seminar on antimicrobial 
resistance. GHM Open Volume 1. Tokyo. 
2021. Issue 1(36-37) 
2. Yoshiaki Gu, Yumiko Fujitomo, Norio 
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Ohmagari：Outcomes and Future Prospect 
of Japan's National Action Plan on 
Antimicrobial Resistance (2016-2020). 
Antibiotics (Basel). 2021 Oct 
22;10(11):1293. 
2)学会発表 
1. 藤友結実⼦, 具芳明, ⼤曲貴夫：20-30
歳代の抗菌薬の捉え⽅・受療⾏動に関する
調査、第70回⽇本感染症学会東⽇本地⽅会
学術集会 第68回⽇本化学療法学会東⽇本
⽀部総会 合同学会、2021年10⽉、東京. 
 
H．知的財産権の出願・登録状況 
（予定を含む） 
なし 
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厚生労働行政推進調査事業費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業研

究事業） 

分担研究報告書 

抗微生物薬適正使用サーベイランスに関する研究 

研究分担者 大毛 宏喜（広島大学病院・感染症科・教授） 

研究協力者  桑原 正雄（広島県感染症・疾病管理センター長），千酌 浩樹（鳥取

大学大学院・教授），佐和 章弘（広島国際大学薬学部・教授），樫山 誠也（広島大

学病院診療支援部臨床検査部門・副部門長） 

 

研究要旨 

感染防止対策加算１，２を算定している医療機関毎の薬剤感受性が経年的変化を認めた

のに対し，抗菌薬使用状況では明確な経年的変化を認めなかった．そこで薬剤耐性菌サ

ーベイランスと抗菌薬使用状況データの融合が可能かどうかを明らかにする研究を行っ

た．広島県内 15 施設から収集した 1,502 株の ESBL 産生菌の遺伝子解析を行ったとこ

ろ，CTX-M 型や sequence type は県内全域において施設間に差を認めなかった．一方で

抗菌薬使用状況の比較では施設間に大きな差を認め，必ずしも薬剤耐性状況および耐性

菌の分子疫学解析結果と抗菌薬使用状況の間に相関が期待できる結果ではなかった．地

域中核医療機関の薬剤耐性菌サーベイランスは診療所のアンチバイオグラムとして活用

可能と考えられるが，抗菌薬使用状況データは関連が乏しい可能性がある． 

A．研究目的 

 本研究ではこれまで抗菌薬適正使用の基

本となる薬剤耐性状況が地域によって異な

ることを明らかにしてきた．従来都道府県

単位での薬剤感受性の違いが我が国の施策

の基礎データであったが，広島県内におい

ても二次医療圏によって，さらに医療機関

によって薬剤耐性状況は異なる． 

 これら地域中核医療機関の薬剤耐性菌サ

ーベイランスデータは，診療所での経口抗

菌薬適正使用につなげるアンチバイオグラ

ムに活用することが可能と期待できる．そ

の上で，抗菌薬適正使用のアウトカムとし

て，地域の薬剤感受性改善が想定しうる

が，抗菌薬使用状況と薬剤感受性サーベイ

ランスデータとの関係は地域において明ら

かになっていない． 

 カルバペネム耐性腸内細菌科細菌の検出

頻度が都道府県別の第 3 世代セフェム系薬

の使用状況と関係があるとの報告が国立感

染症研究所から発表されるなど（PLoS 

ONE 15:e0243630,2020），注射用抗菌薬

の使用状況と地域の薬剤感受性との間には

相関がある．今後は経口抗菌薬の使用状況

と薬剤感受性の関係を明らかにする必要が

ある． 

 本研究は従来より行っている広島県内の

中核医療機関から収集した薬剤耐性菌の分

子疫学解析と各医療機関の抗菌薬使用状況

との関係を明らかにする事を目的に行っ

た． 
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B．研究方法 

１）薬剤耐性菌の分子疫学解析 

 2020 年に広島県内の 15 医療機関から収

集した基質特異性拡張型βラクタマーゼ産

生菌（ESBL 産生菌）計 1,502 株を対象

に，分子疫学解析を行った．また広島県内

の 2 次医療圏毎にデータを比較した．  

２）薬剤使用状況の調査 

 広島県内の主要医療機関から得られた薬

剤使用データを基に，AUD，DOT で抗菌

薬の系統毎にまとめ，使用年齢や経年変化

を分析した．医療機関ごとの抗菌薬使用状

況の違いが，薬剤感受性に影響を及ぼすも

のかの評価を行うことを目的とした． 

 

（倫理面への配慮） 

 本研究は，分離菌の薬剤感受性評価と抗

菌薬使用状況の評価を目的にしている為，

直接的に患者情報を取り扱うものではな

い．すなわち，データとしては，患者情報

から切り離した分離菌の薬剤感受性と抗菌

薬使用量のみを取り扱う．病院名も番号な

どで匿名化を図り，団体及び個人の不利益

に十分配慮した． 

 

C．研究成果 

１）ESBL 産生菌の分子疫学解析結果 

 広島県内を市内，西部，東部，北部，呉の

5地域に分類し，分子疫学解析結果を比較し

た．CTX-M 型の分類では全地域とも CTX-M9

グループが主流で，10 から 20％程度 CTX-

M1 グループが占めていた．CTX-M2 グループ

は西部及び呉地区で数％程度検出されてい

たものの，県内全体ではごくわずかで，CTX-

M 型の分類方法で地域間の差はわずかであ

った． 

 次に ESBL大腸菌のsequence typeを検討

した．世界的に拡大傾向の強い ST131 型の

検出割合を各地域で比較したが，いずれの

医療機関・地域においても検出頻度は 60％

から 80％程度で顕著な差を認めなかった． 

 

２）薬剤使用状況の調査 

 感染防止対策加算１を算定している医療

機関のカルバペネム系薬の AUD と DOT を比

較した．AUD は 4.74 から 35.95 と大きな

差を認め，DOT も 6.70 から 52.58 であっ

た．この使用状況の幅の大きさは感染防止

対策加算２を算定している医療機関でも同

様であった． 

患者の年齢層では一部の医療機関で 65

歳以上でのみ AUD や DOT の高値を呈してい

た．また経年的には医療機関全体では変化

を認めなかった．  

  

D．考察 

 薬剤耐性菌サーベイランスは JANIS によ

って全国で体系化され，解析可能なシステ

ムに成長した．都道府県単位だけでなく，二

次医療圏レベルでの解析も可能となり，地

域のアンチバイオグラムとして活用が期待

できる．さらに診療所における経口抗菌薬

の使用状況を明らかにする事が出来れば，

両者の関係を明らかにし，抗菌薬適正使用

のアウトカムとして活用できると考える． 

 今後診療所における抗菌薬使用状況把握

のシステムが稼働するが，本研究ではそれ

以前の状態として，地域中核医療機関の抗

菌薬使用状況が，地域のアンチバオグラム

に影響を及ぼしているのではないかという

仮説に基づき，両者の相関を検討してきた． 

 まず薬剤感受性データは地域によって差

を認め，アンチバイオグラムの作成に期待

を抱かせる結果であった．しかし今年度の

分子疫学解析では，遺伝子型には大きな差

はなく，広島県という医療圏の中では分離

菌は比較的均一である事が明らかになった．

広島大学院内感染症プロジェクト研究セン
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ターでは，これまで他の地域の菌株の解析

も行ってきたが，岡山県もしくは近畿エリ

アとの遺伝子型の違いは顕著であったこと

から，薬剤耐性菌は生活圏内である程度同

一の傾向を示すと考えられる． 

 また中核医療機関の抗菌薬使用状況は施

設間に大きな差があり，同一の二次医療圏

内であっても施設もしくは診療科の特徴が

出る．しかも調査対象が注射用抗菌薬であ

り，二次医療圏における経口抗菌薬の使用

状況を反映するものとは考えにくいのが現

状であった． 

 本研究の仮説である中核医療機関の抗菌

薬使用状況と地域アンチバイオグラムとの

間に関連を求める方策は，今後の我が国で

の経口抗菌薬適正使用のツールとしては適

切でないと考える． 

 ただし広島大学院内感染症プロジェクト

研究センターのように，地域毎で薬剤耐性

菌のきめ細かい分子疫学解析を行う仕組み

があって初めて明らかになった結果であり，

国立感染症研究所薬剤耐性菌研究センター

と地域との連携は今後も重要と考える． 

 今後稼働予定の診療所における経口抗菌

薬使用状況を把握するシステムは，地域ア

ンチバイオグラムとの関係や，地域での分

子疫学解析との関連を明らかにする上で大

いに期待できると考える． 

 

E．結論 

 地域の中核医療機関からの薬剤耐性菌収

集と分子疫学解析，各施設の抗菌薬使用状

況把握は，経口抗菌薬適正使用のツールと

して十分でないものの，目に見える薬剤感

受性情報にとどまらない水面下の変化を明

らかにする上で重要と考える． 

 

F．研究発表 

1．論文発表 

なし 

2．学会発表
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分担研究報告書 

地域での AMR 対策の推進モデルの確立のための研究 

研究分担者 倉井 華子（静岡県立静岡がんセンター 感染症科・部長） 

研究協力者 田辺 正樹（三重大学 感染制御部 部長） 

研究協力者 井上 顕治（石巻赤十字病院 救命救急センター 副センター長） 

 

 

研究要旨 

AMR 対策では病院、医師会、薬剤師会、行政、衛生研究所など他部門が連携し情報交換

や啓発活動を行うことが必要である。実際には理想形に即したネットワーク構築が完成

している地域は限られている。 

地域ごとの既存のネットワークや求められる活動は異なっており、本研究では地域ネッ

トワークの在り方についていくつかのモデルを提示することにある。1-2 年目は地域ネ

ットワークの構築を行っている地域から聞き取り調査を行った。調査の中では、地域差

が出る要因として①歴史的経緯から実施主体にばらつきがあること、②行政が加わるこ

とにより継続した活動が維持できること、③新興感染症でできたネットワークを生かす

地域が多く、他部門の連携には AMR 以外の感染症対策も同時に扱う必要があることが見

えてきた。一部では抗菌薬使用行動の変容や耐性菌減少といった成功結果が得られつつ

ある。一方、新型コロナウイルス感染症で活動が休止している現状もある。感染防止対

策加算の変化に伴い、地域の連携がさらに変化し、新型コロナウイルス対策も含めたネ

ットワークの在り方について調査が必要となる。 

A．研究目的 

①地域ネットワークを進めている地域を対

象にインタビュー調査を行う。活動の経緯

や立ち上げや継続のポイントや問題点を把

握すること。他地域に広げるために必要な

事項を拾い上げ、今後の活動方針につなげ

ること。 

②他地域でも参考になる複数モデルを紹介

すること。  

③抗菌薬使用量や耐性菌減少という成功結

果を出した地域モデルを見出す。 

 

B．研究方法 

①地域ネットワークが構築されている地域

から多様性を加味し抽出。全国１0 都道府

県の取り組みについてインタビューを行っ

た。 

②オンライン形式 30 分から 90 分ほどの直

接インタビューを行った。調査項目に設立

の経緯、メンバー構成、活動内容、資金、

問題点、新型コロナウイルス感染症後の変

化、他地域に展開する際のポイントを含め

た。 

C．研究成果 

１）対象 

 北海道、秋田、石巻、静岡、三重、広島、
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和歌山、高知、佐賀、沖縄中部の 10 地域か

らインタビューを行った。 

２）立ち上げ経緯、構成 

耐性菌アウトブレイクや 2009 年インフル

エンザなど大規模な感染症の問題発生が契

機となるパターン、既存の会議体からの発

展パターンが主であった。運営の中心とし

て、大学、保健所、有志団体、基幹病院、NPO

法人、複合型など様々な形式がある。 

構成団体は病院、医師会、行政、看護師、薬

剤師、検査技師を含むところが多い。介護施

設、畜産領域、歯科医師会を巻きこめている

地域が少ない。 

３）活動内容 

定期的な会議や研修会を主体としている地

域がほとんどであった。メーリングリスト

や相談窓口を設置している地域も多い。抗

菌薬処方量のサーベイランス、微生物サー

ベイランスを行っている地域もあるが、現

時点では J-SIPHE などの利用に切り替わっ

ている。行政が入っている地域では感染対

策支援も行われていた。 

対象疾患は抗菌薬適正使用や耐性菌のみを

対象とする地域は少なく、医療関連感染対

策、新興感染症、動物媒介感染症なども対象

とする地域が多い。 

４）予算 

定期的な資金確保が行われている地域は半

数程度である。資金としては会費徴収、行政

からのサポートが主であった。大学や病院

の持ち出しとなっている地域も多い。 

５）活動開始および継続のポイント 

 地域ネットワークが構築には活動の中心

となるキーパーソンが必要となるという意

見が多い。中心メンバーの退職や移動に伴

い活動停滞が見られた。新型コロナウイル

ス感染症により多くの地域で AMR 活動が休

止している。この影響は病院、有志団体が

中心となっている地域で顕著であった。 

６）分析評価 

静岡、石巻では抗菌薬使用量の減少ととも

に薬剤感受性率の回復が確認されている。 

７）そのほか 

各地域が独自のやり方や知人のアドバイス

など手探り状態でネットワークを作ってい

るのが現状である。他地域の情報を共有す

る場が必要である。 

 

D．考察 

 地域ネットワークは地域の特性やニーズ

によって活動内容や形態が大きく異なる。 

本研究は全国で地域ネットワークを構築で

きている団体にインタビューを行い、アン

ケート調査では拾いきれない実態や問題点

を把握することにあった。 

 研究の結果、他地域に広げるために必要

なポイントがいくつか見えてきた。 

①抗菌薬適正使用や耐性菌のみでは他部門

を巻き込んでいくのは難しい。特に畜産・水

産業においては AMR 活動の重要性が実感で

きにくく協力が得にくい。鳥インフルエン

ザや豚熱、人畜共通感染症など幅広い感染

症を対象とするとネットワーク構築がしや

すい。既存の会議体やネットワークをうま

く生かすことが求められる。 

②軌道に乗せるためには大学や中核となる

病院など臨床面からの力が必要となる。一

方、継続性や畜産領域や介護領域など多方

面に公平に活動を広げるためには保健所や

県庁などの力が必要となる。 

③新型コロナウイルスやキーパーソンの退

職の影響で活動が休止しやすいことが全国

的な問題である。 

④他地域の活動や問題点などの情報が伝わ

っておらず各地域が独自に進めている現状

が見えてきた。 

  

E．結論 

 既存ネットワークを生かした活動、臨床

と行政の良さを生かした連携、新型コロナ

ウイルス感染症を含む AMR 以外の感染症

対策との調和が必要となる。 
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1．論文発表 

・Inoue K, Kobayashi S, Sato K, 

Kanno H, Kantou R, Naganuma Y, 

Kawamura N, Oike Y, Kobayashi M, 

Yanai M, Suzuki A, Kurai H, 

Miyairi I, Kutsuna S, Gu Y. 

Regional antimicrobial stewardship 

program in a provincial medical 

zone in Japan: Amultifaceted 

approach. Jpn J Infect Dis. 2021 

Dec 28.  

doi:10.7883/yoken.JJID.2021.577. 

2．学会発表 

学会名：第 90 回日本感染症学会西日

本地方学術集会 

発表者：倉井華子.  
タイトル：AMR 対策の地域連携-静岡

県の取り組み- 
開催年月：2020 年 11 月 

３．そのほか刊行物 

・感染症対策の地域ネットワーク構築

に関する インタビュー結果報告

書.2021.11.25 

 ・外来での抗菌薬適正使用手引き （成

人編 第 3 版 2022.2） 

－静岡県内耐性率を参考に-  

https://www.pref.shizuoka.jp/kous

ei/ko-420a/amr.html 

・協会けんぽのレセプトデータを基にし

た静岡県の抗菌薬の使用状況 

～二次医療圏別の使用状況を中心に～ 

https://www.pref.shizuoka.jp/kouse

i/ko-420a/documents/koukinyaku.pdf・ 

G．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

なし
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